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国内の最終処分場の
システムに関する研究

NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 平成２３年５月３１日

システム研究グループ
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①循環型社会形成に相応しい最終処分場システムのコンセプトに①循環型社会形成に相応しい最終処分場システムのコンセプトに ついての検討ついての検討

②保管・資源化に関するシステムについての技術項目の整理と技術シートの作成②保管・資源化に関するシステムについての技術項目の整理と技術シートの作成

③自然ｴﾈﾙｷﾞｰの利用､省ｴﾈﾙｷﾞｰ③自然ｴﾈﾙｷﾞｰの利用､省ｴﾈﾙｷﾞｰ ､ｴﾈﾙｷﾞｰ回収に関しての技術項目の整理と技､ｴﾈﾙｷﾞｰ回収に関しての技術項目の整理と技
術シートの作成術シートの作成

④環境保全および地域還元に関する技術項目の整理と技術シートの作成④環境保全および地域還元に関する技術項目の整理と技術シートの作成

研 究 の目的と 内 容

循環型社会形成過程にある国内の廃棄物処理の現状をレビューし、３循環型社会形成過程にある国内の廃棄物処理の現状をレビューし、３RR、、
地域環境、地球環境の視点から、循環型社会に相応しい最終処分場に地域環境、地球環境の視点から、循環型社会に相応しい最終処分場に
求められるシステムについて研究する。求められるシステムについて研究する。

 進め方進め方

現状の整理
課題の抽出

国内の廃棄物処理
の現状をレビュー

コンセプトおよび計画等に
必要な技術項目の整理

 目的目的

 分担分担

（今年は２年計画の２年目）

NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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１．循環型社会形成に相応しい最終処分場
システムのコンセプトについて

●廃棄物の流れから見た最終処分

・中間処理不適物や中間処理における残渣は必ず残り、最小限の最終処分場は必要 。
・将来的に環境への負荷が小さく、子孫に負の遺産を残さない機能の付加が求められる。
・生産システムにフィードバックする循環の輪の一部を担う資源ごみ等のストック基地的な
役割を果たす機能が求められる。

生産システムへの
フィードバック

NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31

廃棄物フローと最終処分の関係 廃棄物処理の体系
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持続可能な社会の構築へ

●最終処分場のシステムに必要とされる機能

循環型社会の形成に加え、低炭素社会、自然共生社会の形成といった

観点からの機能の拡大が求められる。

最終処分場の機能拡大

自然共生社会

低炭素社会 循環型社会

NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31

★循環型社会形成の観点からは ⇒ 保管・資源化機能の付加
★低炭素社会形成の観点からは ⇒ エネルギー利用機能の付加
★自然共生社会形成の観点からは⇒ 環境保全･地域還元機能の付加
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２．持続可能社会に適応した機能について

１）循環型社会に適応した機能
最終処分場の持つ保管・資源化機能を利用した資源循環の輪の一端を 担う取り組み

２）低炭素社会に適応した機能
省エネルギー、自然エネルギーの利用による温室効果ガス削減への取り組み

３）自然共生社会に適応した機能
自然共生社会形成に向け、環境保全機能や地域還元機能を有した最終処分場の位置付けや構想

NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31

機能の拡大 大分類

再生品利用 建設工事、維持管理

保管・資源化 システム

既存処分場の利用 延命化

機能の拡大 大分類

環境保全 早期安定化、立地

地域還元 地域貢献、跡地利用、野生生物保護・保全

機能の拡大 大分類

省エネルギー 雨水浸出水処理、埋立重機等、省エネ設備

自然エネルギー 屋上、跡地、浸出水等、埋立物からの回収
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３．技術項目の整理について

機能別に中分類（項目）で関連技術を整理 技術シートを作成

大分類 中分類（項目）

建設工事 1-01グリーン購入・グリーン調達

維持管理 1-02グリーン購入・グリーン調達

資源化保管 システム 1-03未来型処分場・1-04保管型クローズドシステム・1-05資源保管型埋立システム

資源化 システム 1-06埋立廃棄物資源化システム・1-07副生塩リサイクルシステム・1-08ＲＬｼｽﾃﾑ(Recyclable Landfill System）

1-09埋立てごみの再処理・

1-10埋立て空間の確保

埋立重機等 2-01ハイブリット重機・2-02バイオマス由来燃料の使用・2-03クリーンエネルギー自動車

省エネ設備 2-04天然ガスｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ・2-05燃料電池・2-06ﾋｰﾄポンプ

屋上・跡地 2-07太陽光・2-08太陽熱・2-09風力・2-10バイオマス資源生産

浸出水等 2-11小水力・2-12温度差

埋立て物 2-13埋立ガス・メタン回収

早期安定化
3-01MBPｼｽﾃﾑ・3-02WOWｼｽﾃﾑ・3-03早期安定型処分ｼｽﾃﾑ・3-04洗い出し安定化促進技術・3-05ﾊﾞｲｵﾘｱｸﾀー型埋立地
3-06埋立層内汚濁物質探査技術・3-07後処理組込み型埋立ｼｽﾃﾑ

立地 3-08土砂崩壊保全・3-09洪水調整機能確保・3-10溜池機能確保

地域貢献 3-11熱源栽培・3-12熱源利用・3-13環境教育

跡地利用 3-14エネルギー施設・3-15エネルギー施設・3-16スポーツ公園・3-17その他施設

延命化既存処分場の利用

省ｴﾈﾙｷﾞｰ

地域還元

自然ｴﾈﾙｷﾞｰ

環境保全

機能の拡大

自
然
共
生
社
会
の
形
成

循
環
型
社
会
の
形
成

再生品利用

低
炭
素
社
会
の
形
成

NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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４．技術シートの例（循環型社会の形成）
NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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５．技術シートの例（低炭素社会の形成）
NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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６．技術シートの例（自然共生社会の形成）
NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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７．今後の課題

●持続可能な社会の構築へ向けた循環型社会、低炭素社会および自然共生社
会の形成に関連する機能を抽出し、関連技術について整理し、技術シートとし
てまとめた。

●今後は、宗像処分場等の関連した事例を調査し、問題点を再整理するとともに、
検討の対象とする地域を絞り込み、ハード面を入れた検討を行うことで、保管・
資源化機能を持った処分場実現の一助としたい。

●最終処分場を計画しようとする際に自治体等の担当者に参考としていただける
ように事例の調査及び追加等を行い印刷、製本できればと考えている。

NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31
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NPO 法人最終処分場技術システム研究協会

エコ処分場事例紹介

お問い合わせ先

パンフレットドラフトイメージ

民間 B 処分場

溶融飛灰をストックし、将来的な資源化を

考慮した保管型処分場玄界環境組合宗像清掃工場

埋立処分場隣接の中間処理施設

埋立廃棄物の減容化を行うとともに

焼却施設の余熱を有効利用し温室栽

培を行っている。

ご清聴ご清聴
ありがとうございました。ありがとうございました。

システム研究グループ

国内の最終処分場のシステムに関する研究分科会

NPO・LSCS研究協会平成22年度研究成果発表会 2011.5.31



1

－平成22年度研究成果報告会－

Ⅰシステム研究グループ

海外の最終処分場に関する研究

報告日：2011年5月31日（木）

報告者： 則松

ﾎﾞﾙｸﾚｲ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 則松 ◎ 日本環境工学 木塚

ｴｯｸｽ都市研究所 山口 ○ 個人会員 福本△

竹中土木 小嶋 個人会員 堀井△

ｼﾞｮｲﾝﾃｯｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ朴 建設技術研究所 古田△

応用地質 猪狩

分科会メンバー：9名 ◎主査 ○副主査 アドバイザー△
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１.研究活動項目
２.研究活動スケジュール
３.SLCとの共同研究について
4.海外処分場の技術的ニーズ調査について

発表目次
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１．研究活動項目

① SLCとの共同研究(嫌気好気切り替え実験)

・実験データの取得

・最終年度(4年間)のまとめ

② 海外処分場の技術的ニーズ調査

・東南アジアへのアンケート調査

・ベトナムの現状調査

・日本が技術のベトナムへの適応可能性の検討
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2．研究活動スケジュール

項目 21年度 22年度

SLC共同研究 実験データの取得

まとめ

海外処分場の技
術的ニーズ調査

アンケート調査

適応可能性の検討

まとめ
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３．SLCとの共同研究

早期安定化早期安定化

嫌気状態嫌気状態

有機物有機物

難分解性有機物難分解性有機物

易分解性有機物易分解性有機物

無機物無機物

重金属重金属

その他化合物その他化合物

埋立廃棄物埋立廃棄物

分
解
分
解

ガ
ス
回
収

ガ
ス
回
収

ガス発電利用ガス発電利用

有機物有機物
難分解性有機物難分解性有機物

易分解性有機物易分解性有機物

有機物の低分子化有機物の低分子化
と有機物量の減少と有機物量の減少

好気状態好気状態

洗
出
洗
出

メタンガスメタンガス

洗
出
洗
出

送
気
・
分
解

送
気
・
分
解

＜共同研究イメージ＞
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３．SLCとの共同研究

韓国韓国
（嫌気性埋立）（嫌気性埋立）

SLCSLC

ガス回収技術ガス回収技術

日本日本
（準好気性埋立）（準好気性埋立）

LSCSLSCS

安定化技術安定化技術

既存埋立廃棄物への適用既存埋立廃棄物への適用 新規埋立廃棄物への応用新規埋立廃棄物への応用

廃棄物の早期安定化廃棄物の早期安定化CDMCDM事業への応用展開事業への応用展開

嫌
気
・
好
気
切
替
技
術

嫌
気
・
好
気
切
替
技
術

開発途上国での応用開発途上国での応用

＜成果の展開イメージ＞
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＜SLC実験場での実験（カラム実験装置）＞
水分注入口

空気注入口

ガス排出口

砂利
土砂

廃棄物

20cm

50cm

50cm

センサー設置口

排出口

共同実験の実験室

•• 製作数量製作数量 : 6: 6個個
•• 材質材質 :: アクリルアクリル
•• 直径直径 : 150 mm: 150 mm
•• 総高さ総高さ: 1,200 mm: 1,200 mm
•• 厚み厚み : 5 mm: 5 mm
•• 下段流出口下段流出口 : 2: 2個個((バルブ設バルブ設))

•• センサー設置口センサー設置口 : 1: 1個個((直径直径 47.25 mm)47.25 mm)

３．SLCとの共同研究
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Component % in MSW Moisture(%) Ash(%) Combustible(%)

Plastic 39.42 6.65 11.73 81.62

Paper 38.07 25.05 15.66 59.29

Textile 5.20 4.20 14.94 80.86

Wood 2.04 12.75 9.46 77.79

Food 11.96 43.47 19.75 36.78

Non-combustible 2.31 - 100 -

Total 100 17.84 16.23 64.94

３．SLCとの共同研究(実験条件）

＜カラム実験に用いた埋立廃棄物の性状＞
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３．SLCとの共同研究(実験条件)

R1 R2 R3 R4 R5 R6

特徴 ｺﾝﾄﾛｰﾙ 再循環
浸出水
交換注

入
（中止）

浸出水交換
注入

間欠空気注
入

焼却灰

Waste type MSW MSW MSW MSW MSW Ash

Injection volume
(mL/day)

100 100 200 200 200 100

Recirculation × ○ ○ ○ ○ ○

Air injection × × × ×
Intermediat

e
Intermediate

※ R3，R5は、当初は降雨条件をR2の2倍としたが、運転に支障が発生したためR2と同じ条件とし

た。
※ R4は水分注入初期に廃棄物層を通じた排水が行われず、水分注入を中止。

＜カラム実験の実験条件＞
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３．SLCとの共同研究

＜今後の展開＞

①早期安定化技術とエネルギー生成回収技術
②これらを評価できるモニタリング技術
③廃棄物のエネルギー利用（転換）に関する研究

共同研究は終了

発展的研究実施の場合



11

３．SLCとの共同研究(対外発表)

対外発表

・APLAS Sapporo2008で発表(LSCS）

・Sardinia 2009で発表(LSCS)

・ISWA Lisbon2009 で発表(SLC)

・APLAS Seoul2010で発表(LSCS)
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

＜研究目的＞

＜検討フロー＞

アンケー
トの実施

ベトナム現地調査
(国際委員会)

日本の廃棄
物処理歴史
のレビュー

ベトナムへ
の適応可能
性の検討

・東南アジアへの日本の各種技術供与の可能性を探るために、
東南アジアの廃棄物処理関連機関へのアンケートの実施した。

・また、MOUを締結したベトナムでの現状調査を実施した。そ

の得られた情報から、東南アジアの国が最も必要としている
項目を拾い出すことを目的とした。
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・国際委員会にてアンケートを作成

・内容は、その国の廃棄物処理の状況および問題点他について

例えば・・・

◆History of waste treatment

a. Are there any solid waste landfill? If yes, when did they start?

b. Are the solid waste being separately collected? If yes, when did it
start?

c. Are combustibles being incinerated? If yes, when did it start? And
what kind and size of incineration system?

d. Are the recyclable wastes being re-used? If yes, when did it start?

４．海外処分場の技術的ニーズ調査
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

・2010年1月14日にアンケートをメールにて送信

・おもに、大学、国の研究期間の研究者に送信

国名 人数

China 4

Korea 3

Thailand 2

Sri Lanka 2

Hong Kong 1

Viet Nam 1

Malaysia 1

Indonesia 1

Myanmar 1

合計 １６

回収率悪く分析
まで至らず
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

＜国際委員会によるベトナム調査 2010.5.18、2010.10.15＞

・埋立容量：約1,270万m3、9区画埋立
・埋立期間：2000年から2012年

NAMSON処分場
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

NAMSON処分場

浸出水処理施設 浸出水調整池

＜国際委員会によるベトナム調査 2010.5.18、2010.10.15＞
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

＜日本の廃棄物処理計画＞
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

＜ベトナムの経済成長率＞
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

＜アジア諸国の国内総生産＞
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

＜経済発展と廃棄物＞
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４．海外処分場の技術的ニーズ調査

＜ホーチミン市の廃棄物発生量＞
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・東南アジアの中でベトナムに焦点をしぼり、現地調査を
実施し関連情報を収集した。

・過去の日本の廃棄物処理の変遷をレビューし、過去の日
本とベトナムの類似点を探った。

・その結果、日本のごみ処理基本計画策定の方法論は多く
の点でベトナムの廃棄物処理の参考になるものと思われる。

・今後は、ベトナムが具体的に必要な技術を求めてくる時期
に、タイムリーに技術の提供が可能な体制を構築していく
必要がある。

４．海外処分場の技術的ニーズ調査

＜まとめ＞
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おわりおわり

ご清聴ありがとうございます。ご清聴ありがとうございます。
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最終処分場技術システム研究協会

平成２３年５月３１日

平成２２年度報告

システム研究 グ ルー プ

発展的最終処分場に関する
研究分科会
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発展的最終処分場に関する研究分科会委員

太陽工業㈱ ※H22度末のみ山 内 英 夫委 員

大成建設㈱ ※H21度升 本 俊 也委 員

昭和コンクリート工業㈱橘 修委 員

五洋建設㈱古賀大三郎委 員

㈱竹中土木小 嶋 平 三委 員

㈱大林組小 竹 茂 夫委 員

太陽工業㈱小 西 利 朗委 員

三ツ星ベルト㈱高 岡 克 樹委 員

八千代エンジニヤリング㈱松 本 良 二主 査

㈱不動テトラ一 丸 敏 則副 主 査

大成建設㈱ ※H22度鈴 木 学委 員

前田建設工業㈱田 島 直 毅委 員

太陽工業㈱石 田 正 利委 員

パシフィックコンサルタンツ㈱下村由次郎G リ ー ダ ー
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研究の背景・目的

ＣＳ処分場の
建設コスト高

研究の目的：

２テーマの具体的な埋立構造や埋立システムの研究

高リスク廃棄物の埋立
に対する住民反対

埋立物の再資源化
掘り起こしの困難性

背 景

造成規模を小さく、構造物量を少なくして

ＣＳ処分場のコストダウン

高リスク廃棄物や再資源化埋立物を分けて埋める
高リスク廃棄物を同じ区画に埋めリスク分散させない

２構造埋立処分場
リスクに応じた、または、掘り起こしが容易な

埋立構造を選択できる

アイデア

テーマ1：トレー型ユニット式処分場

テーマ2：ハイブリッド型処分場
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廃棄物運搬搬入路（端部）

勾配 i＝10% 車道幅4m

廃棄物運搬搬入路（一般部）

勾配 i＝10%

区画提（□-500×200）

シート保護用盛土

H=2.0m

移動式テント

幅50m×長さ60m

テント移動用レール

テント開口部シャッター

H4m×W4m

プレキャスト擁壁

平坦地に底の浅いトレー型の埋立地設置

造成規模が小さく、構造物量を最小限化でコストダウン

１．トレー型ユニット式処分場 ①
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Step .4 テント移動01

60.0m

20.0m

50.0m

20
0.

0m

１．トレー型ユニット式処分場 ②

被覆設備：
スパン50ｍ
×長さ60ｍ
×高さ13ｍ、
移動回数４回

スタンダードモデルの基本緒元
埋立容量：50,000ｍ3

埋立地形状：幅50ｍ×長さ200ｍ
貯留構造物高さ2.0～2.5ｍ

埋立完了形状：埋立盛土高さ9ｍ、法面高7ｍ、法面勾配1:1.8、
埋立地天端 幅21.8ｍ×長さ171.8ｍ＝面積3,745ｍ2

浸出水処理施設：11(ｍ3/日)
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１．トレー型ユニット式処分場 ③
貯留構造物：プレキャストコンクリート擁壁

工期短縮、高品質、設計簡略化

遮水工：二重遮水シート
埋立作業による破損防止のため、遮水工はプレキャ
スト擁壁の外側、底盤コンクリート下側に二重遮水
シートを敷設
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１．トレー型ユニット式処分場 ④

①敷地を平滑に敷均転圧し下地盤と
し、二重遮水シート(赤色)を敷設

②シート保護砂(茶色)を30cm敷き均し
転圧し、その上に均しコンクリート
(灰色)を打設

③均しコンクリート上にプレキャ
スト擁壁を設置し、遮水シートを
擁壁外側に立ち上げ天端で固定

④擁壁天端にテント基礎のＨ鋼を設置。
底盤に配筋し、コンクリートを打設
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１．トレー型ユニット式処分場 ⑤

メリット
平坦地に設置する一定構造で、標準設計化で信頼性も高く。
標準設計化やプレキャスト処分場化で、設計･施工期間の大幅
短縮、技術的信頼性の向上で設計･開発協議期間の短縮可。
外側遮水シートで、シート損傷リスクが極端に小さい。
浅い埋立地や外側シートのため掘り起こしが容易で、一時保
管利用も現実的。循環型社会に対応した最終処分場と言える。
災害ごみ発生時や、不法投棄対策時の緊急用として早期建設
が可能。漂着･漂流ごみのストックヤード、処理施設ヤードとし
ての活用も可能。
地上設置型の埋立地であるため、地下水位が高い場所や河川･
海岸に近い場所でも地下水対策がほとんど不要で建設が容易。
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１．トレー型ユニット式処分場 ⑤

まとめ
トレー型処分場は、中小規模の処分場を対象として
おり、国内の２／３の処分場をカバーできること。
災害時や不法投棄対策時の緊急用として、漂着･漂流
ごみ対策として活用可能であること。
一時保管や掘り起しが容易で循環型社会に対応した
処分場であることから、本研究は非常に有意義であっ
たと考える。
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【概要】

二つの形式の処分場を１つに組合せることで、リスクに応
じた埋立形式を選択することができる処分場として提案。

CS型（コンクリート躯体）＋ＯＰ型 → ハイブリッド型処分場

屋根付きor屋根無し

２．ハイブリッド型処分場 (1)
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２．ハイブリッド型処分場 (2)

【今期の研究内容】

上記、1～3のブラッシュアップ

6.ＰＲ用カタログの検討

テーマ①及び②

実現へ向けての研究

普及展開（カタログ）検討

平成22年度

1.アイデアの概要整理

2.ハイブリッド型の課題抽出

3.発展性検討

4.経済性評価

5.考察

テーマ①

実現へ向けての研究
平成21年度

検討内容研究テーマ研究年度
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２．ハイブリッド型処分場 (3)

【課題と対応策】

複合部の詳細構造の検討
２つの区画の接合部における遮水構造が複
雑で、弱点となりやすい。

⑤

コスト高をカバーするメリットの検討

トータルコストとして有利となる事項
の検討

コンクリート躯体を用いるため、ＯＰ型処分場
に比べコスト高の傾向となる。

④

制約をい受けにくい配置、構造形
式、立地の検討

基本構造として、Ｃｏ躯体をＯＰ区画の堤体と
して利用するため、立地の制約を受けやすい。

③

水処理の実施フローと散水管理方
法の検討

複数の区画にそれぞれ組成の異なる廃棄物
を埋め立てられるため、浸出水の原水が複数
となる。

②

具体的な利用法や運営方法の検
討

複数の構造・機能を有する処分場のため、多
様な利用方法や運営方法が考えられる。

①

検討事項課 題

発展性検討（利用方法・アイデア等）
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２．ハイブリッド型処分場 (4)

【Hb型処分場の特徴を活かした利用方法】

ＣＳ型区画の躯体の先行利用

（浸出水調整池、上部ストックヤードなど）
④跡地利用

安定化し易い廃棄物と、そうでない廃棄物を分離し
て安定化促進を早める埋立方法の検討

③安定化促進

将来、資源として活用するために、区画埋立で保管
的なＣＳ型区画の運用

②資源保管的利用

飛散リスクなど、よりリスクの高い廃棄物を高規格の
ＣＳ型区画へ埋立

①リスク管理

積雪地域における常時受入

気象条件（ｹﾞﾘｱ豪雨・台風）による常時受入
⑤常時受入型利用
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２．ハイブリッド型処分場 (5)

【資源保管庫的利用】

Ｃｏ区画

ＯＰ区画

分類 Ａ 分類 Ｂ 分類 Ｃ

屋寝付Ｃｏ区

画

昨年度は、コンクリート区画毎に保管品目を分け、リサイクルを行い易い利
用を考えた。

一歩進んで・・・ ３つの構造形式（屋寝付Co区画、Co区画、OP区画）を組合

せ、リサイクルまでの保管期間の長さにより分離埋立を行う。

レアメタル回収

資材、燃料、セメント

セメント、金属回収

リサイクル方法

不燃破砕物等未設定OP区画

溶融スラグ、廃プラ、焼却灰中期・長期Co区画

焼却灰、飛灰、溶融飛灰短期屋寝付Co区画

埋立物（保管物）保管期間分 類

※特に、ＯＰ区画の埋立物はコストメリットが出るまでの長期保管となる。
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２．ハイブリッド型処分場 (6)

【常時受入型利用】
気象条件によって処分場の継続的利用が不可能となる場合がある。

①積雪時期の運用

搬入停止 積雪

廃 棄 物

【ＣＳ区画】 【ＯＰ区画】

水処理施設
ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰした浸出水

浸出水調整槽

予備調整槽

として活用

【ＣＳ区画】 【ＯＰ区画】

廃棄物

ゲリラ豪雨等

放流

②ゲリラ豪雨時の運用

積雪期間はＣＳ区画へ埋立る
ことでＯＰ区画の除雪を軽減。

想定外の降雨に対して、未使用のＣｏ区画を予備調整槽として利
用し、内部貯留を防止して継続的な埋立が可能。
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２．ハイブリッド型処分場 (7)

【散水方法について】

水処理設備の処理能力はOP区画の面積により決定される。

浸出水処理設

【Co区画】 【OP区画】

浸出水調整槽

散水設備

自然降雨

放流

１次処理

2次処理

貯留槽

浸出水

浸出水

一次処理水をCo区画（屋寝付）に散水することで散水量を多く設定で

き、安定化の期間を短縮できる。

処理フローを一次処理と二次処理に分け、共有化してコスト削減を図
る。
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２．ハイブリッド型処分場 (8)

【適用アイデア①】

■平地での配置計画（案）

平 面 図

断 面 図

ＣＳ区画

ＯＰ区画

ＯＰ区画

廃棄物

ＣＳ区画

増設分

■増設時の適用（案）

山側拡張部の土留めとして躯
体を利用

狭い敷地で増設容量確保

覆蓋設備
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２．ハイブリッド型処分場 (9)

【適用アイデア②】
不適正処分場などの適正化事業において、掘り起こしによる選別・減容化等
により処分場の再生化を図る場合。

廃棄物

Ｈｂ型の整備
既設の不適正処分

場

選 別

掘削

中間処理施設

焼却灰 不燃物等

遮水シート等再整備

STEP１

前面部にＨｂ型を先行して整備
する。

STEP２

既設処分場の廃棄物を掘削・選
別・中間処理する。
中間処理により生じた焼却灰や
不燃物はＨｂ型に埋め立てる。

STEP３

既設部の廃棄物撤去後、遮水
シート及び集排水管の再整備を
行う。
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２．ハイブリッド型処分場 (10)

【ＰＲカタログ】

発展的処分場研究ＷＧ :

特定非営利活動法人 最終処分場技術システム研究協会 （NPO LSCS研） http://www.npo-lsa.jp/index.html

〒108-0074 東京都港区高輪3-23-14 TEL：03(3280)5970 FAX：03(3280)5973

八千代エンジニヤリング、不動テトラ、大林組、五洋建設、昭和コンクリート工業、大成建設、太陽工業、竹中土木、
中外テクノス、前田建設工業、三ツ星ベルト

不燃残渣類

中間覆土(透水性）

焼却灰等

少量散水

覆蓋

自然降雨

活 用 の 提 案

搬入停止 積雪

廃 棄 物

【ＣＳ区画】 【ＯＰ区画】

水処理施設
ｵｰﾊﾞー ﾌﾛｰした浸出水

浸出水調整槽

予備調整槽
として活用

【ＣＳ区画】 【ＯＰ区画】

廃棄物

ゲリラ豪雨等

放流

最終覆土

焼却灰等

散水増

覆蓋

安定化済み

（透水制御）

雨水排水

雨水排水

安 定 化 促 進

【ＣＳ区画】 【ＯＰ区画】 【ＣＳ区画】 【ＯＰ区画】

保 管 庫 的 利 用

増 設 時 の 整 備 案

継 続 的 埋 立

ＯＰ区画安定化期 ＣＳ区画安定化促進期

【ＣＳ区画】 【ＯＰ区画】【Ｃｏ区画】

焼却灰等 廃プラ・スラグ等

不燃物残渣等

冬期積雪時の継続的受入（除雪の軽減） ゲリラ豪雨時の内部貯留の防止対策

廃棄物 廃棄物

ＣＳ区画

増設分

既存埋立処分場の容量限界 上流側にＣｏ躯体を設置して増設

不 燃残 渣など の安定 化が容 易な 廃棄物 をＯＰ区 画に 埋立、先に安 定化 を済ませ る。そ

の 後、Ｏ Ｐ区画の 制御 キャッ ピン グによ り雨水 浸透を 抑制す るこ とで得ら れた水 処理

能 力の 余力を ＣＳ 区画の散 水に 活用し て全体 とし て早期に 安定 化を図 る。

リサイクルのしやすさや、周辺環境へのリスクを考慮して、廃棄物をＣＳ区画、Ｃｏ

区画、ＯＰ区画に分離して埋立る。特に、ＣＳ区画やＣｏ区画は掘削が行い易く、何

度も活用が可能となる。

地 域特 性や 近年の ゲリ ラ豪雨対 策と して、Ｈｂ型 の特 徴を活 かした 運営に より 継続的

な 廃棄 物の埋 立管理 を行う 。

既 存の 埋立処 分場が 一杯に なり 、次 期計画 用地を確 保す るまで の期 間の容量 を確保 す

る ため などの ため、増設に より対 処す ること があ る。そ の場合 、拡 幅部の切 土法面 の

保 護と してＣ ｏ躯体 を利用 した Ｈｂ型 を採用す るこ とで、限 られた 敷地でよ り多く の

容 量を確 保でき る。

注釈） Ｈｂ型：ハイブリッド型処分場の略
ＯＰ：オープン型処分場の略

ＣＳ：クローズドシステム処分場の略
Ｃｏ：コンクリート躯体の略

発展的処分場研究ＷＧ

ハイブリッド型処分場システム

開 発 の 背 景

イ メ ー ジ

概 要

全景イメージ図 背面イメージ図

リ サイ クル の 推進 とし て、 廃 棄物 の処 理シ ス テム は多 様化 し てき てい ます 。

そ のよ うな 動向 の なか 、廃棄 物 をリ スク に応 じ て区画 埋 立を 行っ たり 、あ るい は複 数の 処 分場 を

建 設し て分 離埋 立 を行 う傾 向 が見 られ ます 。ま た、リス ク の高 い焼 却灰 が 住民 の反 対な ど によ り

受 入品 目か ら 除外 され たり 、 処分 場の 立地 自 体が困 難 とな るケ ース も 見受 けら れ ます 。そ こで 、

リ スク に応 じた 埋 立を 容易 に 実施 した り、埋 立 廃棄 物を 将来 の資 源と し て位 置づ け、保 管 庫的 に

活 用す るこ と も検討 で きる もの とし て ハイ ブリ ッド 型処 分場 を 開発 しま した 。

ＯＰ区画

ＯＰ区画

コ ンク リー ト 躯体 製の 処 分場（ 屋寝 付 きも 含む ）を 一般 的 な造 成に よ るオ ープ ン形 式 の処 分場 の

堤 体と して 利 用し 、２ つの 構 造形 式の 処分 場を １ つに 集 約し た処 分場 です 。

こ れに より 、リス クの 高 い焼 却灰 など の 廃棄 物を 住 民に とっ て信 頼 度の 高い コ ンク リー ト躯 体製

の 処分 場に 埋 立て 、そ のほ かの 破 砕残 渣な どは オ ープ ン形 式 の処 分場 に 埋立 る など に より、廃 棄

物 のリ スク に 応じ た埋 立 処分 が可 能と な り、経 済 的で 信頼 性 の高 い処 分 場運 営が 図ら れ ます 。コ

ン クリ ート 躯 体製 の処 分 場に つい ては 、屋寝 設備 に より クロ ー ズド 化す る こと で更 に環 境 リス ク

を 軽減 でき る とと もに 、 安定 化促 進 （内 部環 境 ）を コン トロ ー ルす るこ と も可 能で す 。

い ろい ろな 地形 に配 置も で きま す。

山 間 谷 地 地 形 配 置

平 坦 地 地 形 配 置

鳥瞰イメージ図

覆蓋設備

断面図

平面図

Ｃｏ区画

覆蓋設備



発展的処分場研究 20／21
２．ハイブリッド型処分場 (11)

【まとめ】

これまで、Ｈｂ型処分場に関して、以下の項目について検討した。

 Ｈｂ型処分場の有用性

 適用のためのアイデア（運用方法や配置など）

 トータルコストとしての経済性評価

 適用のためのＰＲ用カタログの作成

以上のような検討により一定の情報提供ができたと考える。
今後は実際の事業でＨｂ型処分場が検討されることを願いた
い。



発展的処分場研究 21／21

ありがとうございました！

発展的最終処分場に関する研究分科会
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処分場研究グループ

オープン処分場の土木施設研究分科会

• 研究の目的
ー遮水工に関する変形挙動の把握と設計手法の研究 ー

①ベントナイト混合土（ジオネット補強）の沈下変形挙動

②沈下変形したベントナイト混合土の透水性の変化

• メンバー
主 査：宇佐見貞彦、副主査：工藤 賢悟

メンバ－：加納光、松山眞三、工藤賢悟、志々目正高、
野々田充、原田高志、山本実、纐纈拓也

アドバイザー：今泉繁良
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１．ベントナイト混合土の補強効果

③最終

変形に伴いひび割れ発生

変形に伴うひび割れ発生なし

ベントナイト混合土は、基盤沈下に伴い追随沈下して
亀裂が発生すると、透水係数が低下する。
ベントナイト混合土の許容沈下量、必要な地盤強度を

昨年度まで実施してきた。
今年度は、ジオネットで補強したベントナイト混合土の変
形追従性能について研究した。
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１．１ これまでの研究概要

②最終

急速変形：1mm/min

緩速変形：1mm/day

試験速度 試験項目

急速変形
変形挙動

透水性

緩速変形
変形挙動

透水性

ベントナイト混合土は変形速度に関係なく、
ひび割れが発生して破断する。その時の
沈下量は数cm程度である。
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1.1.1 過去の実験ケース

（ベントナイト混合土変形実験ケース ）

凹部の幅
厚さ

50mm
厚さ

100mm
厚さ

200mm

300mm ①，②，③，
④，⑤

400mm ⑥ ⑦ ⑧

500mm ⑨ ⑩

実験のケースは、10通りである。

①～⑤は厚さとスパンを固定し、締固め度を変化させた。

⑥以降は、締固め度を95%以上として、スパンや厚さを変化させ

て、破壊状況を確認した。
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1.1.2 実験結果報告

（ベントナイト混合土変形結果一覧 ）

実験No. 凹枠深mm 厚さmm スパンL せん断スパ
ン比

密度(g/cm3) Dc％ 最大荷重
kPa

中央沈下量
mm

クラックの
種類

① 30 100 300
1.5

1.84 97.9 166.7 14 なし

② 50 100 300
1.5

1.841 98.3 88.26 12 せん断

③ 80 100 300
1.5

1.87 99.35 107.8 14.5 せん断

④ 50 100 300
1.5

1.78 94.6 98 11 せん断

⑤ 80 100 300
1.5

1.744 93 68.65 30 せん断・曲
げ

⑥ 80 50 400
4

1.85 98.4 0 40 せん断・曲
げ

⑦ 80 100 400
2

1.88 100.31 58.8 23.7 曲げ・せん
断

⑧ 80 200 400
1

1.79 95.2 98 39.67 せん断

⑨ 80 100 500
2.5

1.84 98.3 29.4 12.81 曲げ・せん
断

⑩ 80 200 500
1.25

1.76 93.7 107.8 30 せん断
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1.1.3 実験結果と解析モデル

（単純梁と見なすと ）

IEs

Lw
yc






384

5 4 Ｅs＝変形係数(kN/m2)、

Ｌ=凹部の幅（m）、

Ｉ=断面二次モーメント＝ （m4）

ｈ，ｂ=土層の厚さと奥行き（m）

実験 NO ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Es(kN/m2) 15,263 9,503 9,914 11,480 2,972 2,740 10,113 1,270 23,468 4,530

実験から得た変形係数（Es）を使用し、線形弾性FEM解析を行い、
実験結果と比較した。
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FEM1 1S-⑤ FEM2 FEM3 1S-② 1S-③ FEM4 1S-④
変形係数 2,500 2,972 5,000 7,000 9,503 9,914 10,000 11,480
FEM70kPa 25.989 13.164 9.439 6.626
FEM100kPa 36.597 18.539 13.291 9.331
実験値 30.000 12.000 14.000 11.000

沈
下
量

凹部中央鉛直沈下量の計算結果と実験値の一覧

実験値とFEM比較

0.000

5.000

10.000

15.000

20.000

25.000

30.000

35.000

40.000

2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000 11,000 12,000

Es(kN/m2)

沈
下
量
(m
m
)

FEM100kPa 実験値

1.1.4 実験結果と解析モデル

（ 実験値とFEM計算値比較 ）
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１．２ 2009年度の成果

トリカルネットを使用して 変形試験を行うと ひび割れが発生しないことを確認

ネットとベントナイト混合土が一体として機能
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母材

粒度分布の良いものと悪いもの

特性 砕石砂O 砕石砂B

最大粒径(ｍｍ） 9.5 9.5

均等係数Uc 33.2 1.94

曲率係数Uc' 1.6 1.53

粗粒分（％） 76.7 96.9
細粒分(％) 14.0 1.3

これにNa型ベントナイトを10%添加し、混合土を作成
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母材の違い
ジオネットの違い
上載圧力の違い

比較

ジオネット 最終上載圧力
の有無、種類 （kPa)

1 O 無 118

2 O 6.4㎜格子 118

3 O 10㎜格子 118

4 O 6.4㎜格子 147

5 B 無 118

6 B 6.4㎜格子 118

7 B 10㎜格子 118

8 B 無 147

9 B 10㎜格子 147

10 B 10㎜格子 196

No. 砕石の種類
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（１）母材の異なるジオネット無の比較

沈下
開始点 発生 50％進行 貫通

沈下量（mm） 2.8 8.5 14.3 20.3

支持荷重（N） 2438 1137 1340 1676

沈下量（mm） 1.0 7.0 9.8 11.0

支持荷重（N） 2916 1786 1884 1889

ケース
亀裂状況

砕石Ｏ

砕石Ｂ

せん断応力最大
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（２）母材と格子の異なるジオネット有の比較

沈下
開始点 発生 50％進行 貫通

沈下量（mm） 2.8 8.5 14.3 20.3

支持荷重（N） 2438 1137 1340 1676

沈下量（mm） 0.9 7.5 8.9 13.2

支持荷重（N） 3479 845 801 745

沈下量（mm） 1.6 14.8 16.8 18.4

支持荷重（N） 2636 982 992 963

ケース
亀裂状況

無

6.4ｍｍ

10ｍｍ

沈下
開始点 発生 50％進行 貫通

沈下量（mm） 1.0 7.0 9.8 11.0

支持荷重（N） 2916 1786 1884 1889

沈下量（mm） 1.1 2.2 18.9

支持荷重（N） 3567 3028 1977

沈下量（mm） 1.1 13.1 21.9

支持荷重（N） 3403 1615 1024
10ｍｍ 発生せず

ケース
亀裂状況

無

6.4ｍｍ 発生せず

砕石砂O 砕石砂B
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集水用底盤と設置状況

底盤溝に埋めたビーズ

ジオネットの敷設状況

１．３ 2010年度の成果
1.3.1 変形透水試験装置の開発と実験
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流出水の採水・計量状況

液体パッキン注入状況

壁面部ベントナイト粉末散布

１．３ 2010年度の成果
1.3.1 変形透水試験装置の開発と実験その２
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水膨潤性含浸シート敷設状況

吸水性ポリマー
含浸シート

通水パイプ設置状況 給水装置全景

１．３ 2010年度の成果
1.3.1 変形透水試験装置の開発と実験その３
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単位 ケース１ ケース２ ケース３

mm

g/cm
3

%

%

g/cm
3

%
%
%
% 10.15

左 % 12.92 10.10

中央 % 16.07 10.19

右 % 9.86 10.15

% 3.6

%

g/cm
3 1.510

0.39

1.552

締固め後含水比 0.18

項 目

1.735

4.6

母 材

目標含水比

10.0
10.0

葛生砕石砂Ｂ
9.5

1.94

2.659

3.04

95

最適含水比

ベント
ナイト
混合土

終了時含水比

保護砂

添加率

初期含水比

初期含水比

初期乾燥密度

種 類

最大粒径

均等係数

土粒子密度

表面乾燥飽和含水比

締固め度

最大乾燥密度

1.3.2 実験ケース ３種類
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000

流
出
量

（
ｍ
Ｌ
）

流入量 （ｍL)

ＧＮなし30mm沈下

ＧＮ沈下なし

ＧＮあり30mm沈下

1.3.3 流入量と流出量の関係

• 今回の実験における通水通水
時間は時間は3030時間以下時間以下

• 通常飽和状態に至るまで飽和状態に至るまで
はは11週間（週間（168168時間）程度時間）程度

• いずれも不飽和状態
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0.0E+00

2.0E-06

4.0E-06

6.0E-06

8.0E-06

1.0E-05

1.2E-05

1.4E-05

1.6E-05

1.8E-05

2.0E-05

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000

透
水

係
数

（
c
m
/
s
）

経過時間 (分)

ＧＮなし30mm沈下

ＧＮあり沈下なし

ＧＮあり30mm沈下

1.3.4 経時的透水性の変化

•• 時間の経過とともにベント時間の経過とともにベント
ナイト混合土の透水係数ナイト混合土の透水係数
が低下が低下

• 通水・プレ膨潤後のベント
ナイト混合土にクラックがクラックが
生じると、局所的な水道生じると、局所的な水道
ができて漏水量が健全なができて漏水量が健全な
状態より増加状態より増加

• プレ膨潤していないベント
ナイト混合土に通水した
場合、クラックの有無に拘クラックの有無に拘
わらず漏水量に差異が生わらず漏水量に差異が生
じないじない
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２． まとめと今後の課題

①変形透水試験器を連続通水・連続計測が可能なように改良
②長時間通水試験による飽和までの透水係数の経時的変化を把握
③ジオネットを敷設したベントナイト混合土の変形解析モデルを確立
④以上の結果から、適正な遮水工の設計法と構造の提案を行うこと

①ベントナイト混合土の許容沈下量は許容沈下量は1010～～30mm30mm程度
②クラック部の飽和透水係数は、測定当初は健全部よりも1オーダー大きく、100100時間程度時間程度

経過すれば健全部と大差経過すれば健全部と大差なしなし
③クラック部は飽和に至るまでの通水量と漏水量が健全部に比べて多い
④ベントナイト混合土の変形挙動は、単純梁と仮定したモデルにより、精度高く再現単純梁と仮定したモデルにより、精度高く再現できる
⑤沈下速度が遅くなると、ベントナイト混合土が破断する時点の最大荷重も大きくなる。た
だし、許容沈下量は沈下速度に関係しない許容沈下量は沈下速度に関係しない。
⑥強度の高いジオネット（強度の高いジオネット（NN--2323）で補強すると、許容沈下量が増大）で補強すると、許容沈下量が増大

⑦時間の経過とともにベントナイト混合土の透水係数が低下
⑧クラックが生じたプレ膨潤プレ膨潤後後ベントナイト混合土ベントナイト混合土はは、局所的な水道ができて漏水量が健、局所的な水道ができて漏水量が健
全な状態より増加全な状態より増加
⑨プレ膨潤していないプレ膨潤していない場合場合、クラックの有無に拘わらず漏水量に差異が生じない、クラックの有無に拘わらず漏水量に差異が生じない
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ⅡⅡ．．処分場処分場研究グループ研究グループ

ⅡⅡ－－２．水処理施設の２．水処理施設の研究研究

平成平成2323年年５５月月3131日日



Ⅱ－２．水処理施設の研究

2

メンバー

• ﾘｰﾀﾞｰ 堀井 安雄 クボタ環境サービス㈱
• ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ 大野 文良 清水建設㈱
• 主査 松本 真 ㈱ｴｲﾄ日本技術開発
• 副主査 塩澤 靖 荏原ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
• 嵯峨 浩靖 鹿島建設㈱
• 西村 隆司 ユニチカ㈱
• 河賀 敦 日本水工設計㈱
• 末廣 多恵子 パシフィックコンサルタンツ㈱
• 喜田 昌良 扶桑建設工業㈱
• 中石 一弘 （個人）㈱イーツーエンジニアリング

• 上田 豊 ㈱神鋼環境ソリューション
• 分科会 計８人



Ⅱ－２．水処理施設の研究

3

目 次

１．１．研究の内容研究の内容

２．２．キレート剤キレート剤

３．３．キレート剤の影響キレート剤の影響

４．まとめ４．まとめと水処理施設の対応と水処理施設の対応

５．水質設定５．水質設定

６．焼却施設の改善６．焼却施設の改善

７．その他７．その他
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１．研究の内容

①問題点の抽出・対応
②エコ・長寿命化・低炭素

→タスクフォースへ移行
③機能検査の実施
④浸出水水質設定の検討

主に焼却施設で使用している飛灰
処理剤（キレート剤）の浸出水へ
の影響に着目して検討



Ⅱ－２．水処理施設の研究
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視 点

“焼却残渣しか埋め立てていないの

に、ＣＯＤが高くて困っている。
畳が原因かな？”などの話を聞くこ

とがある。
そのＣＯＤの原因は、このキレー

ト剤の影響かもしれない。
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事 例

埋立地 計量槽 硝化槽出口 活性炭吸着塔入口 処理水

pH 9.3 7.6 7.6 7.3 7.2

COD 670 130 97 95 81

BOD 110 1.9 1.2 0.9 0.6

Ca 10,000 2,500 － － 58

T-N 210 46 － 26 21

NH４-N － 2.8 － 0.1未満 0.2

NO３-N － 18.0 － 0.3 0.5

NO２-N － 0.3 － 0.1未満 0.1未満

■埋立開始から２年弱

①①CODCOD・・TT--NNの高濃度化の高濃度化

②②CODCODが除去困難が除去困難

③有機性窒素が多い③有機性窒素が多いｶﾙｼｳﾑｶﾙｼｳﾑ除去→生物処理（脱窒素）→凝集沈殿処理除去→生物処理（脱窒素）→凝集沈殿処理
→砂ろ過→活性炭吸着→→砂ろ過→活性炭吸着→ｷﾚｰﾄｷﾚｰﾄ吸着→消毒・放流吸着→消毒・放流

ｍg/Lｍｍg/Lg/L
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２．キレート剤

ジチオカルバミン酸基ジチオカルバミン酸基
アミンアミンCHNCHNとと

二硫化炭素二硫化炭素CS2CS2

キレート（はさみ）キレート（はさみ）

アミン：ジエチルアミン，ピペラジン，アミン：ジエチルアミン，ピペラジン，etcetc
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キレート原液の分析結果

分析項目 単位 ピペラジン系 テトラエチレンペンタミン系

生物化学的酸素要求量（BOD） mg／L ＜2000 98000

化学的酸素要求量（COD_Cr） mg／L 499000 888000

窒素含有量 （T－N） mg／L 41600 76900

アンモニア性窒素 mg／L 70 180

亜硝酸性窒素 mg／L 130 3

硝酸性窒素 mg／L ＜20 ＜20

出典）キレート処理した一般廃棄物焼却飛灰からの鉛の再溶出挙動に関する研究
廃棄物学会論文誌、Vol.16、№3、平成17年、肴倉、田中、松籐
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（処理物） （飛灰） （処理物） （飛灰）

焼却施設形式 － ストーカ炉 流動床式ガス化溶融炉

セメント固化有無 － なし なし

キレート剤添加率
（対飛灰重量）

％ 3.5 7

キレート剤種類 － 非ピペラジン系 Ｃ施設と同様

pH － 12以上 12以上 12以上 12以上 12以上 11.3

BOD mg/L 5.0未満 7.4 5.0未満 5.0未満 5.0未満 5.0未満

COD_Mn mg/L 28.1 35.8 2.0未満 20.1 2.0未満 30.4

T-N mg/L 16 20 1.0未満 7.1 5.2 8.6

NH4-N mg/L 0.4 0.3 0.5 0.9 4.2 0.9

NO2-N mg/L 0.03未満 0.03未満 0.03未満 0.03未満 0.03 0.09

NO3-N mg/L 2.0未満 2.0未満 2.0未満 2.0未満 2.0未満 2.0未満

3

分析項目 単位
Ａ施設
(処理物)

Ｄ施設
(処理物)

Ｃ施設Ｂ施設

ピペラジン系

ストーカ炉

なし

3

ピペラジン系

ストーカ炉

なし

３．キレート剤の影響

■飛灰処理物と飛灰の溶出試験（13号）結果
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実際の施設では・・

ＣＯＤ
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埋立開始 無機系薬剤に変更

次頁次頁
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埋立地 計量槽 硝化槽出口 活性炭吸着塔入口 処理水

pH 9.3 7.6 7.6 7.3 7.2

COD 670 130 97 95 81

BOD 110 1.9 1.2 0.9 0.6

Ca 10,000 2,500 － － 58

T-N 210 46 － 26 21

NH４-N － 2.8 － 0.1未満 0.2

NO３-N － 18.0 － 0.3 0.5

NO２-N － 0.3 － 0.1未満 0.1未満

■埋立開始から２年弱
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キレート剤の影響の原因（想定）

①余剰分（混練課程）のキレート剤の影響

キレート剤には選択性（Cu＞Ｐｂ＞Ｃｄ＞Ｚｎ）
があることから、飛灰に多量に含まれているPb、
Zn等を安全に不溶化させるために、必要以上のキ
レート剤を入れる場合がある。
このキレート剤は、余剰分としてキレート錯体を
形成しない。

■文献等から，キレート剤が溶出する場合を想定
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キレート剤の影響の原因（想定）

②未反応分（混練課程）のキレート剤の影響
焼却施設の混練機において、飛灰、キレート剤、
水等が混ぜられる。この過程で、キレート剤と水
が反応して二硫化炭素が発生する場合がある。
つまり、キレート剤が分解している状態のため、
飛灰処理物にはキレート錯体が形成されない未反
応分が含まれる。
③埋立地における分解
埋立地において風化等によってキレート錯体が分
解され、鉛が再溶出するという研究結果がある。
この場合、鉛とともに、キレート剤も溶出すると
考えられる。
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４．まとめと水処理施設の対応

①キレート剤は製品の種類に関わらずＣＯＤ、Ｔ－Ｎ
（有機性窒素）を多く含んでいると考えられる。

②飛灰処理物主体の埋立地では、キレート剤の余剰分が多
い場合などにＣＯＤやＴ－Ｎが高濃度になるおそれがある。

③ＣＯＤは難分解性の有機物が主体であり、浸出水処理施設
における生物処理や凝集沈殿処理では対応が難しく、活性
炭吸着塔において活性炭の交換頻度を高めることにより対
応する必要がある。

④Ｔ－Ｎは有機性窒素の一部は無機性窒素になるものの、
有機性窒素として残るものがあり、生物処理による対応が
困難であり、活性炭吸着塔において活性炭の交換頻度を高
めることにより対応する必要がある。



Ⅱ－２．水処理施設の研究

15

その他の対応方法

【水質設定：消極的な対応・・】
①湖沼・海域等へ放流する場合を除いて、ＣＯＤを

処理対象としない
②窒素はアンモニア性窒素、亜硝酸性窒素、硝酸性

窒素の濃度で規定しておく

【埋立地では】
①内部貯留が生じないように適正に運転する
②飛灰処理物の風化が進まないように、速やかに覆

土等をするとともに湿潤状態を保てるようにする
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５．水質設定

原因 事象

塩化物イオン濃度の上昇（処理水の塩問題、機器腐食）

カルシウムイオン濃度の上昇（スケーリング）

ｐＨ上昇（安定化への懸念）

ＣＯＤの上昇

キレート薬剤の影響 窒素・ＣＯＤの上昇（処理水への懸念）

飛灰処理物の存在
消石灰の影響

■飛灰処理物による浸出水への影響

■飛灰処理方法の割合
（平成20年度実態調査）
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その他含め整理：水質設定において
飛灰処理 ばいじん除去法 焼却・溶融方式

ジエチルアミン系
ピペラジン系
その他

電気集じん器
バグフィルタ
その他

消石灰
重曹
その他

セメント固化

溶融処理等

飛灰
処理物

湿式・半乾式・湿式

集じん機

薬剤

その他

ストーカ炉飛灰

流動床炉飛灰

灰溶融飛灰

ガス化溶融炉飛灰

無機系薬剤

キレート剤

【水質設定】
◆実際の埋立物を採取することができる場合

実際に溶出試験を行うこと重要
◆実際の埋立物を採取することができない場合

同様な中間処理を行っている施設の事例調査を行っておく
ことが重要
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今後の検討課題

①焼却施設の炉形式による違い（飛灰量、Cl・Ca等
の含有量）と浸出水への影響

②塩化水素の規制値（HCl，SOx等）の規制値・施設
基準による影響

③消石灰（消石灰の補助剤からもCODが出る）、
重曹の影響

④今回取り上げたキレート剤については、キレート剤
の種類によってＣＯＤの凝集沈殿処理の性能に差異
があるのか、キレート剤による有機性窒素がアンモ
ニア性窒素へ分解することの確認

⑤キレート剤の他に無機系薬剤の影響
（カルシウム汚泥の溶解）
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６．焼却施設の改善

■焼却施設の改善
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最終処分場としては・・未来

最終処分場信頼性向上

重金属類埋立基準
（溶出基準）の撤廃

◆重金属類等の回収
◆保管庫としての利便性大

焼却施設負荷低減
◆飛灰処理なし
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７．その他：機能検査チェックリスト



LSCS研 平成22年度研究発表会

Ⅲ．ＣＳ処分場研究グループ

Ⅲ－１：ＣＳ処分場の安定化・廃止に
関する研究

LSCSLSCS研研 平成平成2222年度研究発表会年度研究発表会

ⅢⅢ．ＣＳ処分場研究グループ．ＣＳ処分場研究グループ

ⅢⅢ－１：ＣＳ処分場の安定化・廃止に－１：ＣＳ処分場の安定化・廃止に
関する研究関する研究

20112011年年55月月3131日日

CSCS処分場の安定化・廃止に関する研究分科会処分場の安定化・廃止に関する研究分科会



分科会メンバー分科会メンバー分科会メンバー
リーダー：石井リーダー：石井 一英（北海道大学）一英（北海道大学）
ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ：小日向ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ：小日向 隆（福田組）隆（福田組）
主主 査：若林査：若林 秀樹（鹿島）秀樹（鹿島）
副副 主主 査査 ：福島：福島 孝亮（エイト日本技術開発）孝亮（エイト日本技術開発）

副副 主主 査査 ：庄司：庄司 茂幸（日本工営）茂幸（日本工営）
メンバー：猪狩富士夫（応用地質）メンバー：猪狩富士夫（応用地質）
((順不同順不同)) 柴田柴田 健司（大林組）健司（大林組）

浜田浜田 利彦（大本組）利彦（大本組）
林林 正樹正樹 （建設技術研究所）（建設技術研究所）
千葉千葉 俊彦（個人会員）俊彦（個人会員）
楢村楢村 郁雄（個人会員）郁雄（個人会員）
塩崎塩崎 幹夫（神鋼環境ｿﾘｭｰｼｮﾝ）幹夫（神鋼環境ｿﾘｭｰｼｮﾝ）
渡辺渡辺 幹夫（中電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）幹夫（中電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）
坂本坂本 篤篤 （日本国土開発）（日本国土開発）
小林小林 正利（福田組）正利（福田組）
一丸一丸 敏則（不動テトラ）敏則（不動テトラ） ･･･計･･･計1616名名
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ＣＯＮＴＥＮＴＳＣＯＮＴＥＮＴＳＣＯＮＴＥＮＴＳ

１．研究の背景１．研究の背景

２．研究の目的２．研究の目的

３．研究の内容３．研究の内容

１）オープン型処分場の廃止事例の研究１）オープン型処分場の廃止事例の研究

２）ＣＳ処分場廃止シナリオの構築２）ＣＳ処分場廃止シナリオの構築

３）ＣＳ処分場のモニタリングのあり方３）ＣＳ処分場のモニタリングのあり方

４．まとめ４．まとめ

22



研究の背景研究の背景研究の背景

基準省令基準省令で定めるで定める廃止基準廃止基準

OPOP処分場を念頭においた基準であり、処分場を念頭においた基準であり、CSCS処分処分
場は当てはまらないものがある。場は当てはまらないものがある。

““CSCS処分場の廃止”とは？処分場の廃止”とは？

““CSCS処分場での安定化”とは？処分場での安定化”とは？

33



研究の目的研究の目的研究の目的

環境省や自治体へのヒアリングを通じて、環境省や自治体へのヒアリングを通じて、
CSCS処分場の廃止の考え方について整理すると処分場の廃止の考え方について整理すると
ともに、実ともに、実CSCS処分場の調査を通じて処分場の調査を通じてCSCS処分場処分場
の一つの廃止モデルを例示する。の一つの廃止モデルを例示する。

１．１．OPOP処分場の廃止事例の解析処分場の廃止事例の解析

２．２．CSCS処分場廃止シナリオ構築処分場廃止シナリオ構築

３．３．CSCS処分場のモニタリングのあり方処分場のモニタリングのあり方
（現地調査）（現地調査）

44



研究の内容研究の内容研究の内容

１）１）OPOP処分場の廃止事例の解析処分場の廃止事例の解析

既に廃止されたオープン型処分場の状況を調査。既に廃止されたオープン型処分場の状況を調査。

２）２）CSCS処分場廃止処分場廃止シナリオの構築シナリオの構築

環境省ヒアリング環境省ヒアリング、法解釈の整理、事例調査等から、法解釈の整理、事例調査等から
モデルモデルケースを検討ケースを検討、廃止シナリオを構築する。、廃止シナリオを構築する。

３）３）CSCS処分場のモニタリングのあり方処分場のモニタリングのあり方

実施設での調査の実施。実施設での調査の実施。これまで対象にしてきた各これまで対象にしてきた各

処分場は処分場は22年に年に11度を目安に間隔を開け度を目安に間隔を開け、、廃止検討の廃止検討の

ための調査に重点をおく。ための調査に重点をおく。

55



ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究

66

〈活動報告１〉〈〈活動報告１活動報告１〉〉



ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉77

①文献調査①文献調査
『『最終処分場跡地形質変更に係る基準検討調査最終処分場跡地形質変更に係る基準検討調査』』

（廃棄物研究財団）（廃棄物研究財団）

②環境省データベースより抽出②環境省データベースより抽出
環境省環境省HPHP『『一般廃棄物処理実態調査結果一般廃棄物処理実態調査結果』』

③③委員の情報を集約委員の情報を集約

廃止された処分場４件にアンケート実施。廃止された処分場４件にアンケート実施。
うち、３件の回答うち、３件の回答。。



88

①文献調査①文献調査

『『最終処分場跡地形質変更に係る基準検討調査最終処分場跡地形質変更に係る基準検討調査』』
（廃棄物研究財団）（廃棄物研究財団）

平成平成1616年年33月以前に閉鎖・廃止された処分場を調査月以前に閉鎖・廃止された処分場を調査

267267箇所箇所合計合計

168168箇所箇所H4H4～～1010に廃止に廃止

9999箇所箇所H10H10以降に廃止以降に廃止

ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉



環境省環境省HPHP『『一般廃棄物処理実態調査結果一般廃棄物処理実態調査結果』』

②②環境省環境省データベースより抽出データベースより抽出

→全国で→全国で9595件、うち遮水工「有り」は件、うち遮水工「有り」は4444件件

→全国で４件、うち３件がミニ処分場→全国で４件、うち３件がミニ処分場

◆◆平成平成1010年度と平成年度と平成1818年度の比較年度の比較

◆◆平成平成1414年度と平成年度と平成1818年度の比較年度の比較

99

環境省環境省データベースを活用し、廃止されたと思データベースを活用し、廃止されたと思
われる処分場を抽出われる処分場を抽出

ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉



ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉

5年3ヶ月11年6ヶ月6年6ヶ月埋立終了～廃止

21年1ヶ月19年9ヶ月18年11ヶ月埋立開始～廃止

不燃ごみ
（100%）

可燃ごみ(11%)
不燃ごみ(83%)
焼却残渣(6%)

可燃ごみ(84%)
不燃ごみ(16%)廃棄物の種類

3,425212,00091,690埋立容量(m3)

4,55053,0009,800埋立面積（m2）

C最終処分場B最終処分場A最終処分場

③アンケート調査結果③アンケート調査結果

廃棄物の種類と廃止までの期間廃棄物の種類と廃止までの期間に一定の傾向はに一定の傾向は
見られない見られない

1010
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ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉

Ａ処分場廃止Ａ処分場廃止

Ｂ処分場廃止Ｂ処分場廃止

BODBOD排水基準排水基準60mg/60mg/ℓℓ

CODCOD排水基準排水基準90mg/90mg/ℓℓ

1111



1122ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉

ケースケース１１：全面埋立した：全面埋立した時時の浸出の浸出水量と累計埋立水量と累計埋立
容量によって求めた液固比容量によって求めた液固比

ケースケース２２：全面埋立した：全面埋立した時時の年の年毎の埋立廃棄物に毎の埋立廃棄物に
対する浸出水量と埋立容量で求めた液固比対する浸出水量と埋立容量で求めた液固比

ケースケース３３：区画埋立した：区画埋立した時時の年の年毎の埋立廃棄物に毎の埋立廃棄物に
対する浸出水量と埋立容量で求めた液固比対する浸出水量と埋立容量で求めた液固比

ケースケース４４：埋立終了後の浸出水量と埋立容量か：埋立終了後の浸出水量と埋立容量からら
求めた液固比求めた液固比

液固比の検討液固比の検討



1313ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉
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1144ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉

ケース３（ケース３（BODBOD））
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ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ

〈活動報告２〉〈〈活動報告２活動報告２〉〉

1155



ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉

基準省令、および関連する通知などを対象に、基準省令、および関連する通知などを対象に、
ＣＳ処分場の廃止の考え方に大きく影響する部ＣＳ処分場の廃止の考え方に大きく影響する部
分の法解釈を整理分の法解釈を整理

1166

一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係
る技術上の基準を定める省令る技術上の基準を定める省令

一般廃棄物一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係
る技術上の基準を定める命令の運用に伴う留意事項る技術上の基準を定める命令の運用に伴う留意事項

一般廃棄物最終処分場の適正化に関する留意事項について一般廃棄物最終処分場の適正化に関する留意事項について

一般廃棄物の溶融固化物の取扱いについて一般廃棄物の溶融固化物の取扱いについて



ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉1717

基準省令第一項第五基準省令第一項第五号ニ号ニのただし書のただし書ききの埋立地の埋立地

①①雨水が入らないよう必要な措置が講じられ雨水が入らないよう必要な措置が講じられ
る埋立地る埋立地

②腐敗しない一般廃棄物のみを埋め立てる埋②腐敗しない一般廃棄物のみを埋め立てる埋
立地立地

③保有水が生じない一般廃棄物のみを埋め立③保有水が生じない一般廃棄物のみを埋め立
てる埋立地てる埋立地

＝埋立地Ａ＝埋立地Ａ



ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉1818

 最終覆土最終覆土
遮水の効力、遮光の効力、強度および耐久力を有遮水の効力、遮光の効力、強度および耐久力を有
する覆い。する覆い。

 保有水等集排水設備保有水等集排水設備
必要なし。よって、廃止時も水質適合確認なし。必要なし。よって、廃止時も水質適合確認なし。

埋立地Ａ･･･埋立地Ａ･･･

→→「腐敗せず、かつ、保有水が生じない「腐敗せず、かつ、保有水が生じない

一般廃棄物」の定義は？一般廃棄物」の定義は？



ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉1919

最終覆土・保有水等集排水設備の考え方は、最終覆土・保有水等集排水設備の考え方は、
埋立地Ａと同様。埋立地Ａと同様。

被覆型埋立地･･･被覆型埋立地･･･（運用に伴う留意事項より）（運用に伴う留意事項より）

ⅠⅠ--1515 埋立地の開口部が屋根またはシート等で埋立地の開口部が屋根またはシート等で
覆われ、雨水が入らないように措置されている覆われ、雨水が入らないように措置されている
埋立地。埋立地。

ⅢⅢ--77 保有水等が発生しない被覆型保有水等が発生しない被覆型埋立地は、廃埋立地は、廃
止時の水質適合確認の必要なし。止時の水質適合確認の必要なし。



埋立完了後、

屋根存置+透水性
覆土+水分供給な

し

埋立完了後、

屋根移設+透水性
覆土+自然降雨

埋立完了後、

屋根移設+遮水性
覆土+人工散水

ＣタイプＢタイプＡタイプ

2020ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉



Ａタイプ･･･現行の廃止基準を満たしていればＡタイプ･･･現行の廃止基準を満たしていれば
廃止可能。廃止可能。

Ｂタイプ･･･オープン型と同様。Ｂタイプ･･･オープン型と同様。現行の廃止基現行の廃止基
準を満たしていれば廃止可能。準を満たしていれば廃止可能。

Ｃタイプ･･･廃棄物が安定化していない状態でＣタイプ･･･廃棄物が安定化していない状態で
の廃止できるか？の廃止できるか？

ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉

Ｃタイプに対する考え方が課題Ｃタイプに対する考え方が課題

2121



Ｃタイプ（埋立終了後、屋根存置＋透水性覆土Ｃタイプ（埋立終了後、屋根存置＋透水性覆土
＋水分供給無し）＋水分供給無し）

2222ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉

運用に伴う留意事項が定める「被覆型埋立地」運用に伴う留意事項が定める「被覆型埋立地」
と言えるか？と言えるか？

保有水等が発生しない被覆型保有水等が発生しない被覆型埋立地は、廃止時の埋立地は、廃止時の
水質適合確認の必要なし。水質適合確認の必要なし。

Ｃタイプは、廃止できると言えるか？Ｃタイプは、廃止できると言えるか？



ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング

〈活動報告３〉〈〈活動報告３活動報告３〉〉

2323



実施設における調査：旧ＣＳ研で継続実施実施設における調査：旧ＣＳ研で継続実施

本研究分科会で隔年調査として継承本研究分科会で隔年調査として継承

2424ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

ＣＳ処分場の維持管理、廃止に向けたＣＳ処分場の維持管理、廃止に向けた
モニタリングのあり方の提案が目的モニタリングのあり方の提案が目的



◆調査項目◆調査項目

2525ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

 層内温度・場内温度・周辺地盤温度層内温度・場内温度・周辺地盤温度

 発生ガス発生ガス

 浸出水の水質浸出水の水質

 廃棄物の含有・溶出試験廃棄物の含有・溶出試験

 埋立地盤の埋立地盤の沈下沈下計測計測

 水収支水収支調査調査



廃棄物層内温度◆廃棄物層内温度◆桝形山処分場桝形山処分場

2626ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉
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2727ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉
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2828ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

廃棄物層内温度◆ニセコ町処分場廃棄物層内温度◆ニセコ町処分場
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2929ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

浸出水質◆ニセコ町浸出水質◆ニセコ町処分場処分場
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3030ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

●桝形山処分場●桝形山処分場

20102010年に第１区画は閉鎖、屋根移設。年に第１区画は閉鎖、屋根移設。

→→ 今後は埋立終了後のデータ取得今後は埋立終了後のデータ取得

●第二伊地山一般廃棄物最終処分場（香取広域）●第二伊地山一般廃棄物最終処分場（香取広域）

第１区画は閉鎖（第１区画は閉鎖（20092009年）、現在第２区画年）、現在第２区画
を埋立中。を埋立中。

→→ 新規の調査対象として、今後データ取得新規の調査対象として、今後データ取得



まとめまとめまとめ

①廃止事例については、貴重な情報を得ること①廃止事例については、貴重な情報を得ること
ができた。継続的な廃止事例解析を行う必要ができた。継続的な廃止事例解析を行う必要
がある。がある。

②ＣＳ処分場の３タイプの廃止シナリオを検討、②ＣＳ処分場の３タイプの廃止シナリオを検討、
提示することを試みた。提示することを試みた。

③上記③上記33パターンのパターンのCSCS処分場の継続的な調査体処分場の継続的な調査体
制が整った。制が整った。

④今後の課題④今後の課題
・ＣＳ処分場の廃止に向けたモニタリング方・ＣＳ処分場の廃止に向けたモニタリング方
法の提案法の提案
・ＣＳ処分場の一つの廃止モデルの提示・ＣＳ処分場の一つの廃止モデルの提示

3311
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平成22年度

CS処分場研究グループ

環境評価分科会

研究成果発表

Ｈ23年 5月 31日



研究分科会テーマ

分科会メンバー

1

氏 名 会 社 名 氏 名 会 社 名

◎ 林 克彦
亀谷 達哉

倉橋 哲弘

前田建設工業
東和テクノロジー
→途中退会
奥村組→途中退
会

○ 井土 將博
萩原 敏行

国際航業
西松建設→途中
退会

◎：主査、○：副主査

グループ名 CS処分場研究
グループ

リーダー
サブリーダー

石井 一英
小日向 隆

分科会名 環境評価分科会 主査
副主査

林 克彦
井土 將博

H22年度スタート時点



研究内容

CS処分場に関する「施設設計要領」や「維持管理マニュア
ル」の改訂に備え，CS処分場の内部及び外部環境に関す

る基礎的データの収集・解析・評価を行う。

2

H22年度の研究項目

1. CS処分場を構造別，形式別に分類して粉じん原単位を
求めるための調査
2. CS処分場維持管理マニュアルの微生物管理（レジオネ
ラ症防止対策）マニュアル（案）追加準備



ｃ
軸
¨
投
入
落
下
高

ｂ軸：投入方法

粉塵発生

粉塵抑制 小(0<h≦2.5)

中(2.5<h≦5.0)

大(h>5.0)

乾燥 湿潤
ａ軸：投入物の乾

燥具合Ａ ： 投入粉じん発生による分類

Ａ-5 極大
Ａ-4 大
Ａ-3 中
Ａ-2 小

Ａ-1 極小

乾燥/発生/中

湿潤/発生/中
湿潤/抑制/中

湿潤/発生/小
湿潤/抑制/小

該当ブロック

乾燥/発生/小
乾燥/抑制/中

乾燥/抑制/小1

乾燥/抑制/大

湿潤/発生/大
湿潤/抑制/大

粉じん発生量区分
（発生源単位）

乾燥/発生/大

3

粉じん調査個所の決定要因



今まで実施した粉じん調査状況

4

埋立物 粉じん 換気方 屋根移動
投入時発生
源粉じん濃度

投入時換気口
部粉じん濃度

分類 発生分類 法分類 方法分類 （mg/m3） （mg/m3）

焼却残渣

破砕不燃物

焼却残渣

固化灰

3 不燃残渣 A-1 B-1-4 C-1 D-1 E-4-1 0.058 0.048
不燃残渣

焼却残渣

ごみ処理残渣

焼却残渣

6 破砕不燃物 A-2 B-3-2 C-2 D-2 E-1-2 0.38 －
排気口部
測定無し

焼却残渣

不燃残渣

焼却残渣

溶融飛灰

破砕残渣

不燃残渣

焼却残渣

10 焼却残渣 A-4 B-3-2 C-1 D-1 E-1-1 0.76 0.18
11 不燃物 A-5 B-3-2 C-2 D-2 E-4 0.613 0.542

D-4 E-4-? 1.2 0.999 A-3 B-3-2 C-1

排気口部
測定無し

8 A-3 B-1-2 C-3 D-1 E-4-1 0.12 0.085

D-3 E-4-1 0.34 －7 A-3 B-3-2 C-2

5 A-1 B-3-2 C-1 D-2 E-3-1 0.067 0.081

D-2 E-1、E-4 0.039 0.0394 A-1 B-3-2 C-1

2 A-1 B-3-2 C-1 D-2 E-4-1 0.031 0.018
換気口に
ﾌｨﾙﾀｰ有り

D-1 E-4-1 0.078 0.0691 A-1 B-3-2 C-1

法面形状分
類

散水方法分
類

備 考



1. CS処分場の粉じん原単位を求めるための調査状況

調査個所 ： UI一般廃棄物最終処分場

粉じん発生分類 ： A-5

調査年月日 ： H22年 12月17日

調査メンバー ： 亀谷

粉じん最終分析委託先 ： （株）東和テクノロジー

6



表 調査個所施設諸元

7

UI処分場

660 m
2

2,800 m
3

不燃物・焼却残渣
投入方法 投入廃棄物 不燃物（ガラス屑、陶器屑）
(調査時) 方法 搬入車より投入口へ直接ダンピング

中間覆土無し
頻度 主に夏場
水量 2～3t/日

乾燥状態
数 天井換気扇：口径760cm×2台

風量 天井換気扇 風量：130m3/min
位置 天井

フィルター 有
廃棄物投入
時の状況

敷均作業時
の状況

投入開孔：8:30 → 投入：10:57～11:03 → 閉鎖：14:00
（落差は4～5m）

敷均開始：11:05～12:03 → 天井換気扇稼動：11:10～12:05

覆土方法

散水

埋立物の湿潤状況

排気口

項 目
埋立面積

埋立容量
埋立物
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調査状況写真

写真9 廃棄物投入状況

写真5 発生源付近 写真6 換気口付近



換気口

発生源

影響点

：粉じん測定地点

※堆積粉じんは施設内回廊及び鋼材より採取 9

図 調査地点図

N

埋立物投
入個所



粉じん濃度（重量法）の測定結果

10

注）粉じん（浮遊粒子状物質）の環境基準値（1時間値）は0.20mg/m3（参考値）
※2）K値：粉じん濃度換算係数

単位
－

天気 －
気温 ℃
湿度 ％
風向 －
風速 ｍ/sec

－ 換気口 対照点

－
9:20～
13:52

8:33～
13:26

mg/m3 1.524 0.056

－ 0.016 0.0021K値(粉じん/cpm)※2

cpm 95.4 26.1
（採取時間平均cpm）

地 点

採取時間

粉 じ ん

デジタル粉じん計

採 取 日 平成22年12月16日

気
象
条
件

雪
1.1℃
92%
北

0.8～2.4

項 目 結果



作業時平均粉じん濃度（換算値）の比較

11

（単位：mg/m3）

※3）粉じん管理濃度：3.0/（0.59Q+1） Q:遊離ケイ酸濃度＜1.0％
※4）浮遊粒子状物質の環境基準値（1時間値）

投入時 敷均時
(10:57～
11:03)

(11:05～
12:03）

発生源付近 0.613 6.017 1.1※3
換気口付近 0.542 5.794 1.1※3

影響点 0.014 0.057 0.20※4
対照点 0.018 0.022 0.20※4

地点

粉じん濃度

参考値



0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

8:30 9:00 9:30 10:00 10:30 11:00 11:30 12:00 12:30 13:00 13:30 14:00

粉
じ
ん
濃

度
換

算
値

（m
g/
m

3
)

影響点(屋外) 対照点(屋外) 換気口付近(屋内) 発生源(屋内)

粉じん濃度換算値の推移

11－２



粉じん調査結果

・ 毎日埋立及び敷均作業が行われておらず、随時埋立
を実施し、月に一回敷均作業を行っている。今回は本調
査のために便宜的に貯まっていた分の埋立及び敷均作
業を実施した。したがって、通常の埋立・敷均作業時に発
生する粉じん量は、今回計測したデータに埋立時間及び
敷均時間を考慮して算出する必要がある。

・ 屋内の換気口付近に機材を設置できなかったため、
実際の換気口付近の粉じん量は多いものと考えられる。

12



3. 微生物対策（レジオネラ症防止対策）マニュアル（案）の作成

13

目次

１） 始めに
２） レジオネラ属菌とは
３） レジオネラ症とは
４） レジオネラ対策の必要性
５） 微生物調査
６） 場内環境の管理方法
７） その他留意事項
参考資料
付録：調査事例-1、2

産業医科大学 谷口先生、石松先生 監修

レジオネラ症防止指針を参考に作成



• 病型には肺炎型（在郷軍人病、またはレジオネラ肺炎）と非肺炎型（ポン
ティアック熱）の2つがある。

• レジオネラ肺炎は、悪寒、高熱、全身倦怠感、頭痛、筋肉痛などが起こり
、呼吸器症状として痰の少ない咳、少量の粘性痰、胸痛・呼吸困難など
が現れ、症状は日を追って重くなっていく。 腹痛、水溶性下痢、意識障害
、歩行障害を伴う場合もある。細菌性肺炎の際に一般的に最初に使わ
れるβラクタム剤が無効であり、病気の進行が早いため薬の変更が遅れ
ると手遅れとなり、死に至ることもある。

• ポンティアック熱はインフルエンザ様症状で自然治癒する。また、汚染水
の直接接触で外傷が化膿し、皮膚膿瘍症になったり、温泉の水を飲んで
発症した事例もある。

• 感染源は、レジオネラ属菌に汚染された循環式浴槽水、シャワー、ホテ
ルのロビーの噴水、洗車、野菜への噴霧水などである。

• 感染経路は、これらのエアロゾルを吸入（飛沫感染）、または浴槽内で溺
れて汚染水を呼吸器に吸い込んだ時（誤嚥）などに感染・発病した事例
が報告されている。

レジオネラ症とは

14



• レジオネラ症の特徴は、集団感染として発生する頻度が高
いこと、人工環境水が感染源であること、ヒトからヒトへの伝
播はないことである。つまり、作業環境の人工環境水を適切
に管理すれば発生しない疾患であり、発生した場合はその
管理者が責任を問われる職業関連感染症である。

• CS処分場では、作業時の粉じんや散水時の散水水やエアロ
ゾルを屋内で作業する作業員が浴びたり、吸い込んだりする
可能性がある。そのため、レジオネラ属菌への感染リスクの
高い空間状況にあると考えられる。

レジオネラ症対策の必要性

15



・ 年に1回以上の微生物検査 ：レジオネラ用培地による培
養検査

・ 散水水の管理 ：貯留水槽を含む散水施設は、年に2回
以上清掃

・ 散水水の消毒 ：塩素系薬剤等による消毒 により細菌の
発生を抑制

・ 粉じんの管理 ：散水等の措置を実施することで、粉じん
の発生防止

・ 浮遊粉じん対策 ：防じんマスクや、防じん用保護メガネ
等の保護具を着用

場内環境の管理方法

15-2



課題

１．粉じん発生分類のデータ不足箇所の調査

２．屋根移動・解体時粉じん作業マニュアルの監
修者の選定

３．新規メンバーの募集

16



本日の研究成果報告は

以上で終了です。

ご清聴ありがとうございました。

17



1

CS処分場研究グループ C2 詳細設計事例研究分科会

平成22年度研究報告 発表目次

１．分科会構成メンバー

２．研究の背景

３．研究の目的

４．設計的検討を要する項目とその解決策の検討

５．新規ＣＳの設計・維持管理に関するデータの収集

６．まとめ



2

1．分科会構成メンバー

リーダー：石井リーダー：石井 一英（北海道大学）一英（北海道大学）
ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ：小日向ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ：小日向 隆（福田組）隆（福田組）
主主 査：薦田査：薦田 敏郎（鹿島建設）敏郎（鹿島建設）
副副 主主 査：西山査：西山 勝栄（建設技術研究所）勝栄（建設技術研究所）

メンバー：伊藤メンバー：伊藤 良治（飛島建設）良治（飛島建設）
((五十音五十音)) 大野大野 文良（清水建設）文良（清水建設）

齋藤禎二郎（西松建設）齋藤禎二郎（西松建設）
中牟田中牟田 亮（日本工営）亮（日本工営）
則松則松 勇（ボルクレイ・ジャパン）勇（ボルクレイ・ジャパン）
花見花見 秀二（個人会員）秀二（個人会員）
三田村嘉浩（昭和コンクリート工業）三田村嘉浩（昭和コンクリート工業）
安井安井 秀則（大本組）秀則（大本組）
吉田吉田 友之（エイト日本技術開発）友之（エイト日本技術開発）
吉村吉村 丈晴（熊谷組）丈晴（熊谷組） ･･･計･･･計1414名名
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2．研究の背景

■ＣＳ処分場の普及■ＣＳ処分場の普及
５３施設が供用・建設中
施設規模・構造形式など多岐にわたる
⇒今後の施設整備に向けて、標準化・汎用化が必要

施設の運用方法、維持管理方法も様々
⇒施設運用の実態把握と最適化が必要

■社会環境の変遷■社会環境の変遷
総合評価方式の導入
⇒技術提案・ＤＢＯ方式の導入
⇒施設の計画・設計のみならず運用管理も含めた
ＣＳ処分場のライフサイクル全般にわたる知見
が要求される傾向

★詳細構造や管理運営に関する技術情報の蓄積が必要
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3．研究の目的

昨年度の研究目的の継続・ブラッシュアップ

■設計的検討を要する項目とその解決策の検討■設計的検討を要する項目とその解決策の検討

・検討項目の絞り込み
・解決策等の模索
・関連する技術資料の収集と整理

■既往ＣＳ処分場の設計・維持管理に関するデータ収集■既往ＣＳ処分場の設計・維持管理に関するデータ収集
・アンケート内容の最終確定
・アンケート依頼先の確定
・アンケート回答の取りまとめ ⇒今後の継続課題
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４．設計的検討を要する項目とその解決策の検討

■検討項目のピックアップ■検討項目のピックアップ
詳細設計・細部検討を実施する上での課題抽出
⇒各工種等のカテゴリーに分類・整理

カテゴリー
・埋立地本体各種構造

・内部環境関連設備

・付帯設備

・被覆設備

・防災関連設備
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４-1．検討項目のピックアップ：埋立地本体各種構造

●●遮水工遮水工

・ＲＣ構造躯体の遮水機能

・鉛直壁面への遮水工の敷設

・中間柱その他構造物と遮水工の取り合い

・貯留構造のプレキャスト化と遮水機能

・２重遮水構造の範囲
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４-1．検討項目のピックアップ：内部環境関連設備

●散水設備●散水設備
・標準散水量と最適な散水方法
・埋立中の山水設備
・埋立完了後の散水設備

●換気設備
・換気方法
・換気量の考え方

●照明設備
・被覆の開口と照明設備の効果的な配置
・照明設備の環境負荷軽減策

●粉塵対策
●害獣・害虫対策
・害獣対策
・害虫対策
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４-1．検討項目のピックアップ：付帯設備

●搬入設備
・廃棄物の搬入・投入方式と施設運用
・効率的かつ環境負荷の少ない洗車方式

●エネルギー有効活用
・節電対策
・未利用エネルギーの活用

●跡地利用
・埋立計画と跡地利用計画
・被覆構造の有効利用
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４-1．検討項目のピックアップ：被覆設備

●構造型式と適用法規
・構造形式
・適用法規
・膜構造及びプレストレスを導入した鉄骨造構造物の
法的解釈

・膜構造の張替えについての建築基準法の解釈

●被覆施設の移動
・被覆施設の移動の考え方と定義
・上屋移動の計画に際しての留意事項
・上屋移動の設計上の留意事項
・上屋移動の施工的な留意事項
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４-1．検討項目のピックアップ：防災関連設備

●不可抗力による施設損傷時対策
・自然災害とＣＳ処分場施設への影響
・地震による施設損傷
・台風等の暴風雨による施設損傷
・豪雪による施設損損傷
・被覆施設の損傷に対する対策

●火災等有事時の安全確保策
・各種法規制
・火災による施設損傷
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４-2．技術資料の収集・整理：埋立地本体各種構造

●ＲＣ躯体構造の遮水機能
ＲＣ躯体の遮水機能を向上
させることは、ＣＳ処分場
機能保全ならびに耐久性の
維持の観点からも重要。
①材料的対策
初期ひび割れに対する
照査の実施

水和反応起因のひび割れ：ひび割れ発生確率5％以下
安全係数1.75以上

（防水性の観点から） ひび割れ幅0.05mm以下
乾燥収縮起因のひび割れ：設計収縮歪とFEM解析

ひび割れ発生確率5％以下
（漏水抵抗の観点から） 収縮ひび割れ幅0.1mm以下

初期ひび割れ

収縮に伴うひび割れ
セメントの水和反応に

起因するひび割れ
沈下に伴うひび割れ

プラスチック
収縮ひび割れ

照査は一般的に省略できる

※「施工編」にしたがって施工することを前提
収縮に伴うひび割れの

照査を実施

既往施工実績から、

ひび割れが発生しない

ことが明確
照査は省略できる

セメントの水和反応に起因する

ひび割れの照査を実施

環境条件、構造物形状寸法、施工方法、コンクリートの配合

限界値の設定

・ひび割れ発生率の限界値

・ひび割れ幅の限界値

予測値の算定

温度解析

材料の熱物性の設計値

応力解析

コンクリートの力学的特性の設計値

予測値≦限界値

END

No

Yes

No

Yes
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４-2．技術資料の収集・整理：埋立地本体各種構造

●ＲＣ躯体構造の遮水機能について
②設計(構造)的対策

温度に起因するひび割れ：温度＋収縮 ⇒応力解析
マスコンクリートの検討

伸縮目地の構造・配置 ：止水性、相対変位拘束
ひび割れ誘発目地配置 ：誘発性(断面欠損率)

止水性、漏水対策

③施工時対策
打継目の配置・措置 ：水平・鉛直打継目

弱部の除去と界面処置
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４-2．技術資料の収集・整理：埋立地本体各種構造

●鉛直壁面への遮水工
ＲＣ貯留構造物の採用件数の増加、躯体の大型化
①アスファルトシート
鉛直壁面への固定
（トーチ工法）

②アンカーシート
型枠設置に伴う留意点
（開口部処理）

●遮水工のプレキャスト化
品質、遮水性、施工性の向上

アンカーシート、ＩＨ式固定方法
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４-2．技術資料の収集・整理：内部環境関連設備

●標準的な散水量と最適な散水方法
安定化のために必要な人工散水
①液固比の目安
初期洗い出し効果 ：液固比の目安 2.0
性能指針の排水基準：液固比の目安 1.0～1.3
施設廃止基準 ：液固比の目安 1.5～3.0

②散水パターン
「初期の洗い出し散水＋後期の有機分解散水」の思想
安定化に有効な液固比と散水パターンの整理が必要

●埋立期間中・埋立完了後の
散水（水分供給）
大深度化に伴う廃棄物層内
への安定した水分供給対策
の考え方整理が必要
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４-2．技術資料の収集・整理：内部環境関連設備

●換気方法
「側方自然給気＋天井機械排気」方式の実績が多いが
場内環境への効果（とくに粉塵）確認が今後の課題
機械主体の除塵対策 ⇔ 散水・換気による鎮塵対策

●換気量
計算方法如何では過剰な設備となる可能性
居室扱い、必要換気回数による換気量計算の是非
発熱量に基づく換気量計算の妥当性

●照明設備
LEDによるLCC効果に期待
LEDと効果的な採光設備の

配置で更なるコスト低減化
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４-2．技術資料の収集・整理：付帯設備等

●搬入設備
代表的な搬入方式
の留意点を整理
環境負荷の少ない
屋内式洗車設備

●エネルギー有効活用
節電対策
未利用エネルギーの活用
⇒太陽光発電
～雪氷冷熱まで

●跡地利用
廃止前先行跡地利用と廃止後跡地利用の整理
被覆施設の有効利用についての考え方
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４-2．技術資料の収集・整理：被覆施設

●構造形式と適用法規の整理
明確な取り扱い規定なし ⇒ 建築主事の判断

●膜構造の法解釈
張替え作業などにおける法解釈

●被覆施設の移動・転用の考え方の提案
スライド方式、吊上げ方式、解体組立方式の定義
設計時における留意事項と要検討項目の整理

基礎ベースボルト作業対応イメージ

ボルト取外し・締付け

作業への考慮

開 口 部
作業足場
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４-2．技術資料の収集・整理：防災関連設備

●防災関連設備：不可抗力や有事時対策

凡例凡例 ○：影響が出る、◎：影響が大きい、●：とくに影響が大きい○：影響が出る、◎：影響が大きい、●：とくに影響が大きい

○○○○○○○○○○管理設備管理設備

○○●●◎◎●●○○浸出水処理設備浸出水処理設備

○○○○付帯設備付帯設備

○○○○◎◎◎◎◎◎◎◎壁面材壁面材

◎◎●●●●○○屋根材屋根材

○○●●●●◎◎●●●●●●主架構主架構

被覆施設被覆施設

●●○○○○○○検知システム検知システム

○○○○○○○○集排水工集排水工

◎◎◎◎○○◎◎◎◎○○遮水工遮水工

○○○○●●◎◎◎◎貯留躯体貯留躯体

貯留構造物貯留構造物

落雷災害落雷災害豪雪災害豪雪災害洪水災害洪水災害台風災害台風災害土砂災害土砂災害津波災害津波災害地震災害地震災害
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５．新規ＣＳの設計・維持管理に関するデータの収集

●アンケート内容の確定
事業者・設計者とも同内容のアンケート
内容的には４０頁を超過する内容

●アンケート送付先の確定
市町村の合併等による事業者担当窓口の変更施設の整理
設計担当者への直接的なアプローチ

●アンケートの送付と回答整理
アンケート送付先
事業者：５０事業者
設計者：２５社（設計施工の案件は建設業者）

アンケートの回答
事業者：１８事業者（３６％）
設計者：７社（２８％）
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６．まとめ

今年度研究のまとめと今後の方針

■設計的検討を要する項目とその解決策の検討
・RＣ躯体構造、換気・送風設備、被覆施設など広範に

わたりＣＳ処分場の技術的情報を収集した。
・今後細部設計に関する研究では、各項目とも更に掘り
下げた内容の検討や関連する技術に関する資料の収集
蓄積を行う必要がある。

■新規ＣＳの設計・維持管理に関するデータの収集
・アンケート内容に基づいて、設計的な内容の確認や、
維持管理に関する留意事項などの情報を収集した。

・引き続き各事業者・設計者に対してアンケートの回収
を行い、データの充実を図る。
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不法投棄等現場の堆積廃棄物の
斜面安定性評価 (K22033)

代表研究者：財団法人 産業廃棄物処理事業振興財団；山脇

共同研究者：九州大学；島岡、大嶺

京都大学；勝見

埼玉県環境科学国際センター；川嵜

NPO LSCS研究協会；土居

同済大学；柴

前田建設工業㈱；小原

平成22年度 循環型社会形成推進科学研究補助金
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研究目的

 産業廃棄物の不法投棄等の不適正処分における、堆積
廃棄物の斜面崩壊の危険がある現場を対象に、崩壊の
危険性（斜面安定性）についての評価方法を研究する。

 堆積廃棄物の斜面安定性に関しては、確立した評価方
法が無いことから、土質力学の斜面安定性評価方法等
を用いているが、現実の不法投棄の状況を適切に評価し
てない。

 このため、過大に安全側に評価されている場合があり、
多額の処理費用が発生することから、自治体の対応に
困難な状況を生じさせている。
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東戸塚 岐阜・椿洞

青森・岩手山梨・須玉町
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K22033 不法投棄等現場の堆積廃棄物の斜面安定性評価 研究概要

産業廃棄物の不法投棄等の内、堆積廃棄物の斜面崩壊の危険がある現場を対象に、
崩壊の危険性（斜面安定性）の評価方法に関する研究と技術開発を行う。

【提案事項】
廃棄物堆積現場での載荷・崩壊実験や不法投棄
廃棄物を用いた強度実験等により、土質力学をベ
ースとして、廃棄物堆積現場の斜面安定性評価方
法の提案を行う。

［現 状］
堆積廃棄物の斜面安定性評価法は確
立しておらず、地盤の斜面安定性の評
価方法（円弧すべり解析等）を援用して
いる現状にあり、過大に安全側に評価
されている懸念がある。

【研究項目】

①研究文献の整理 ②廃棄物斜面崩壊事例や崩壊のおそれのある事案の資料整理及び現地調査
③現場での載荷・崩壊実験 ④不法投棄等廃棄物を用いた強度実験 ⑤土質力学に基づく斜面安定性評
価方法の検討 ⑥種々の堆積廃棄物の特性に応じた斜面安定性評価方法のあり方の検討
⑦堆積廃棄物の斜面安定性評価方法の提案（マニュアル化）

【研究の効果】
・全国に約1700万ﾄﾝ残存する不法投棄等の経済的な支障除去や合理的な危機管理に資する。（急勾
配斜面の整形を盛土の標準勾配である27°で行う場合と、45°の場合では掘削断面が1/2になる。適
切な斜面安定性評価により1事案あたり億単位の対策費用の削減効果を生む可能性がある。）
・中国等のアジア地域にも同様の事案が多数あり、海外への技術移転が可能である。

研究概要
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堆積廃棄物の崩壊事例の分析
(国内1件、海外15件)

0160地震が崩壊原因の事例

1105過去に火災・爆発が確認された事例

088うち崩壊前に大量の降雨があった事例

0016内部水位上昇等、水に関する事項に起因した事例

105うち崩壊が遮水工内で生じた事例(6事例中)

2410崩壊面が廃棄物と下層土の間で生じた事例

277下層土(原地盤)が5度程度以上の傾斜地での事例

0115堆積層の法勾配が35度以上の事例

1411堆積高さ（標高差）が30mを超える事例

196遮水工のある処分場で発生した事例

169遮水工のない堆積地や埋立地等で発生した事例

不明数非該当数該当事例数崩壊に関連した要素

※ 国内の1件は、産業廃棄物の不法投棄事例
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国内の急傾斜廃棄物の事例

 堆積量：91万m3

 標高差：50m

 勾配：30～45度

 廃棄物種類：廃プラスチック類、汚泥、がれき類

堆積地頂上から 堆積地上部の急傾斜部
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平成22年度実験１

上海市老港処分場での載荷・崩壊実験

 崩壊メカニズムの解明を強度定数を求める試験
方法を見出す。

 廃棄物を切り出し、覆鋼板を載荷して崩壊の状況
を観察した。

 しかしながら、崩壊は生じなかった。
 実験方法を検討し、崩壊実験に変更する。
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平成22年度実験２

上海市老港処分場での載荷実験

 堆積廃棄物を土質力学的に評価する方法を考え、強度定数を求め
る試験を実施する
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平成22年度実験３

現場一面せん断試験

 強度定数として、材料（廃棄物）のせん断強度を現地で測定した

 廃棄物の試験の問題点：対象とする材料の寸法が大きい（土粒子とごみ）

 土質試験の条件：粒子の大小と分布、水分量が重要

せん断箱：30×30×15(高さ)cm

せん断箱

載荷棒

ジャッキ
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一面せん断試験結果

 今回の結果を既往の研究成果にプロットすると、ほとんど変わらない
数値である

 廃棄物地盤に評価に、一面せん断試験結果を用いることの可能性が
ある → 廃棄物の種類、処分場の違い等で大きく異ならない



11

平成22年度実験４

その他の試験項目

 不法投棄現場で簡単に廃棄物の状況を把握する試験が必要である

 通常、不法投棄の現場では各種の試験の実施が困難な場合が多い

安息角試験 衝撃加速度試験（キャスポル試験）
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上海老港処分場

上海市内からは船で運搬する

新設処分場（遮水シート）
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上海老港処分場

汚泥の中間処理施設

場内運搬用ダンプトラック
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平成23年度の計画

 昨年度の成果としては、現場一面せん断試験による評価
方法が適用できる可能性があることを確認した。

 安息角試験で約60度を示し、急勾配斜面の現実性を裏

付けた。

 今年度は、室内試験（超大型一面せん断＆廃棄物の引
き抜き試験等）で種々の廃棄物の強度定数を求める。

 不法投棄現場の斜面安定状況を簡易に評価する手法を
検討・開発する。



タスクフォースグループタスクフォースグループ((リーダーリーダー 福本福本 二也二也))

水面埋立地における遮水シートの変形挙動に関する研究分科会水面埋立地における遮水シートの変形挙動に関する研究分科会
主主 査査 宇佐見 貞彦 副主査副主査 纐纈 卓也、松山 眞三

加納 光、工藤 賢吾、野々田 充、原田 高志
斎藤 禎次郎、山本 実、志々目正高

アドバイザーアドバイザー 今泉 繁良
1



水面埋立地における遮水工敷設上の課
題検討

解析モデルの適用性検討

ひずみ、応力解析モデル確立のための
課題検討

水面埋立地における遮水シート設計上の課題
と解析モデル確立の研究課題検討

終 了

スタート

遮水シートの挙動と解析モデル調査
（既存文献）既存水面埋立地遮水構造調査

地盤沈下を模擬できる大型土槽と水バッ
ク装置の製作

大型土槽を用いた模擬実験
（PVC,LLDPE）

実験結果の整理・解析
設計評価手法の課題検討

固定工改良による再実験
（LLDPE）

実験結果の整理・解析
設計評価手法の課題検討

積載荷重増加による再実験
（PVC）

実験結果の整理・解析
設計評価手法の課題検討

地盤沈下に伴う遮水シートの安全性
評価モデルの提案

平

成

19

年

度

平

成

20

年

度

平

成

21

年

度

平

成

22

年

度
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*平成20年度 LLDPE及びPVC

平坦部荷重20.4kPa、斜面部荷重5.4kPa

* LLDPEで固定工に大きな変形が発生、荷重計容量不足

*平成21年度 LLDPE

平坦部荷重23.9kPa、斜面部荷重5.4kPa(水中埋立高5m相当)

* 固定工を強化して再実験、上部保護マットに働く荷重も追加計測

*平成22年度 PVC

平坦部荷重122.5kPa、斜面部荷重72.0kPa

(水深10m埋立高15m相当)

*敷鉄板使用による載荷重増加、固定工再強化、土槽1/2長、沈下計測点

追加
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◎H20,H21年度

◎敷鉄板による載荷

◎アンカー+敷鉄板

による法面載荷
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遮水シート種

評価項目

ＰＶＣ ＬＬＤＰＥ 備考

１．厚み(mm) ３．０４ ３．３５

２．比重 １．２９ １．１７

３．硬さ(A) ８５ ９４

４．引張強さ(N/cm2) １,７５６ ２,７４３ JIS3号片

５．伸び率(%) ３１０ ６９０ JIS3号片

６．１％引張応力(N/cm2)

10％引張応力(N/cm2)

20%引張応力(N/cm2)

50%引張応力(N/cm2)

１２

８７

１５９

３０１

８８

４１１

４７３

５２２

25mm幅短冊

で評価
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伸び

材質
2% 5% 10% 15% 20%

LLDPE
81

MN/m2

62
MN/m2

41
MN/m2

30
MN/m2

24
MN/m2

PVC
11

MN/m2

9.3
MN/m2

8.6
MN/m2

8.4
MN/m2

8.1
MN/m2
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項 目 単 位 試験結果 試験方法
重 さ g/m2 887 JIS L 1908 標準状態
厚 さ mm 6.74 JIS L 1908 押圧2kPa

透水係数 Mm/sec 2.4
JIS L 1218に準じる(水
温15℃)

遮光率 % 99.99
JIS L 1055 A 法
10,000ルクス

貫入抵抗 N 1,620
ASTM D 4833
直径８mm
貫入速度5mm/sec
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材 料 摩擦係数
(最大値)

摩擦係数
(ピーク時)

LLDPE‐不織布 0.4207 0.3666
PVC‐不織布 0.7522 0.4784
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PVC張力経時変化
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沈下量
(mm)

ひずみ
No.10
(％)

割線弾性係数

(MN/m2)

張力
計算値

(N)

張力
測定値

(N)
25 0.12 12.0 44.4 0
50 0.12 12.0 45.4 0
75 0.14 12.0 51.3 2.45
100 0.27 12.0 98.1 34.3
125 0.61 12.0 220.8 141.9
150 1.02 11.0 341.8 291.2
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PVC軸ひずみ分布
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総伸び
量D

LLDPE

T0
計算値
εmax

測定値
εmax

計算値
LR

測定値
LR

計算値
Tro

測定値
Tro

(m) （kN） (m) (m) (kN) (kN)
0.025 5.44 0.017 0.006 0.31 0.7 0.62
0.050 8.25 0.028 0.018 0.47 1.1 2.27 2.16
0.075 9.33 0.033 0.037 0.53 1.5 3.35 3.58
0.100 11.44 0.045 0.039 0.65 1.7 5.46 4.59
0.120 13.00 0.053 0.040 0.74 1.9 7.02 5.15

0.00

0.01

0.02
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0.04

0.05

0.06
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最
大
ひ
ず
み
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総伸び
量
D

T0
計算値
emax

測定値
emax

計算値
LR

測定値
LR

計算値
LL

計算値
Tr0

測定値
Tr0

m kN m m m N N
0.025 8.52 0.255 0.031 0.073 0.000 0.124 - 0.00
0.050 11.08 0.392 0.047 0.094 0.001 0.161 - 0.00
0.075 13.56 0.480 0.064 0.116 0.003 0.197 - 2.45
0.100 15.06 0.576 0.092 0.129 0.006 0.219 - 34.25
0.125 16.84 0.644 0.130 0.144 0.007 0.244 - 141.93
0.150 18.23 0.714 0.129 0.156 0.007 0.265 - 291.20
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*①遮水シートの軸ひずみは、沈下境界部から両側に両側に500mm500mm程度程度

以内で大きく生じる。

*②斜面上部に働く引張力は、遮水シートの弾性係数の二乗根に弾性係数の二乗根に
比例比例している。

*③斜面部の固定端に働く引張力は、斜面部積載荷重72kPaの場合、
沈下量164mm時点で上部保護マットは約800Nであり、PVCシー
トは約290Nと、上部保護マットに働く引張力が大きい保護マットに働く引張力が大きい。

*④軸ひずみは斜面部に集中して現れ、全ひずみ量の全ひずみ量の80%80%程度を程度を

斜面部斜面部が占める。

*⑤軸ひずみの分布は、弾性係数か大きいLLDPEより、小さいPVC

の方が狭い範囲にピーク値が現れている。遮水シート全体が均遮水シート全体が均
一に伸びていることはない一に伸びていることはない。
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*⑥軸ひずみのピーク値は、積載荷重によるが、平坦部荷重
123kPa、斜面部荷重72kPaの場合、PVCPVCは沈下量は沈下量100mm100mmでで9%9%、
沈下量沈下量150mm150mmでで13%13%

*⑦斜面部の荷重も考慮に入れた弾性モデルは、LLDPEでは最大最大
ひずみの計算値は測定値のひずみの計算値は測定値の0.90.9～～2.82.8倍倍と単純な弾性モデルより

適用性が高い。

*⑧PVCシートでは最大ひずみの計算値は測定値の5～8倍と適用

性が低かった。その原因は、以下のような点であると考えられ
た。

1)平坦部と斜面部の載荷部の間に20cmの無載荷部。

2) 本モデルでは抜けだしを考慮していない。

3)不織布と遮水シートとの摩擦係数は、ピーク摩擦係数より実際には

小さい可能性

*斜面部荷重を考慮した弾性モデルは、PVCシートの適用性が低

いことから、今後とも研究を継続し、より適用性の高い評価手今後とも研究を継続し、より適用性の高い評価手
法の確立に努める法の確立に努める
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1.調査の背景と目的
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2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(1) 調査に用いた情報源
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2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(2) 最終処分場の分類と数

埋立廃棄物分類 設置数

a.可燃ごみ埋立 111

b.不燃ごみ主体 574

c.処理残渣主体 69

d.不燃ごみ＋焼却残渣主体 545

e.処理残渣＋焼却残渣主体 374

f.焼却残渣主体 179

g.溶融スラグ単独 6

その他（不明） 102

合 計 1,960
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2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(3) 最終処分場の構造

大気開放 675 36.3%

水没 368 19.8%

815 43.9%

1,858 100.0%

準好気性

嫌気性・不明

小 計

6



2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(4) 浸出水処理施設フローと原水濃度

処 理 フ ロ ー 処分場数 原水BOD
(mg/L)

原水COD
(mg/L)

原水T-N
(mg/L))

ａ.凝集沈殿 116 45 118 －
ｂ.凝集沈殿＋砂ろ過 77 53 59 －
ｃ.凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭 81 20 22 －

ｄ.凝集沈殿＋生物処理（脱窒：有り・無し） 205 21 30 47

ｅ.生物処理（脱窒：有り・無し）＋凝

集沈殿＋砂ろ過
155 80 86 23

ｆ.生物処理（脱窒：有り・無し＋凝集

沈殿＋砂ろ過＋活性炭
634 38 67 141

ｇ.生物処理（脱窒：有り・無し）＋凝

集沈殿＋砂ろ過＋活性炭＋膜処理
（脱塩）

14 75 94 25

不 明 674

合 計(か所数) 1,956 526
7



2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(5) 産業廃棄物最終処分場

年 度 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

遮断型処分場 43 41 41 41 39 35 33 33 33 32

安定型処分場 1,834 1,669 1,674 1,651 1,632 1,554 1,484 1,413 1,382 1,361

管理型処分場 1,095 1,039 1,035 1,019 970 958 961 889 880 860

最終処分場計 2,972 2,749 2,750 2,711 2,641 2,547 2,478 2,335 2,295 2,253

廃棄物 2,000 2,001 2,002 2,003 2,004 2,005 2,006 2,007

燃え殻 849,447 828,123 681,519 576,747 410,951 347,259 404,191 442,085

汚泥 17,605,406 16,625,726 15,751,174 12,413,973 9,487,854 9,384,423 7,372,894 7,886,978
紙くず 186,964 187,902 176,893 114,225 102,883 110,148 114,145 112,900
木くず 549,035 523,745 476,272 431,371 505,829 446,341 422,594 349,988
繊維くず 19,156 18,811 17,551 20,056 17,447 21,713 19,057 15,017
動植物性残渣 282,558 300,800 308,749 261,366 152,489 105,970 99,498 71,365
動物系固形物 0 0 10,334 155,548 8,864 6,200 5,546 4,690
動物のふん尿 1,166,634 1,151,286 1,617,543 2,049,727 1,254,957 1,308,056 1,092,786 35,606
動物の死体 21,098 29,971 25,462 34,014 30,930 29,328 28,975 71,092
ばいじん 3,818,451 3,071,130 2,976,472 1,641,829 2,029,348 2,722,652 2,734,972 2,685,520

合 計 24,498,749 22,737,494 22,041,969 17,698,856 14,001,552 14,482,090 12,294,658 11,675,241
8



2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(6) 一般廃棄物の平均組成

単位:%
埋立廃棄物分類 可燃ごみ 不燃・粗大ごみ 破砕・処理残渣 焼却残渣 溶融スラグ

a.可燃ごみ埋立 23 63 14

b.不燃ごみ主体 5 95

c.処理残渣主体 100

d.不燃ごみ＋焼却残渣主体 27 20 53

e.処理残渣＋焼却残渣主体 16.5 83.5

f.焼却残渣主体 100

g.溶融スラグ単独 100
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2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(7) 一般廃棄物の有機性炭素量等

諸元

0.480

可燃ごみ 0.50
その他 0.24
焼却残渣 0.010
可燃ごみ 0.426
不燃・粗大 0.213
処理残渣 0.020
溶融スラグ 0.000

項 目 備 考

含水率(%)

見掛け密度(t/m3)
福岡市等の実測値

大野城実測値から設定

5都市の人口加重平均値（温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル）
有機炭素含有量

(%)
木くず類50%と見なし、可燃ごみの1/2を設定

フェニックス実測値から設定

フェニックス実測値
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諸元

燃え殻 0.24
汚泥 0.80
紙くず 0.08
木くず 0.35
繊維くず 0.05

動植物性残渣 0.70
動物系固形物 0.60
動物のふん尿 0.80
動物の死体 0.60
ばいじん 0.24

燃え殻 0.010
汚泥 0.140 有機性汚泥と無機性汚泥各1/2

紙くず 0.411
木くず 0.426
繊維くず 0.461

動植物性残渣 0.391
動物系固形物 0.391
動物のふん尿 0.391
動物の死体 0.391
ばいじん 0.010

項 目 備 考
フェニックス実測値

フェニックス実測値

含水率 ごみ処理施設整備の計画・設計要領2006改訂版

大野城実測値から設定

大野城実測値から設定

ごみ処理施設整備の計画・設計要領2006改訂版

有機炭素
含有量

2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(8) 産業廃棄物の有機性炭素量等
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廃 棄 物 半減期 全期間 k

易分解性廃棄物、可燃ごみ 3年 10年 0.2310491

中分解性廃棄物、不燃・粗大ごみ 9年 26年 0.0770164

難分解性廃棄物、処理残渣・焼却残渣 36年 103年 0.0192541

2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(9) 分解期間

12



 分解性炭素量DDOCm＝埋立廃棄物量×分解性炭素含有率

×分解可能割合×好気性分解補正係数

 分解性炭素含有率 ；別表

 分解可能割合 ；ガス化率にて代表( = 0.5)

 好気性分解補正係数；嫌気性埋立構造と水没準好気性埋立
構造は、1.0とする

（準好気性埋立構造の場合は、0.5）

2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(9) IPCCモデル
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年次別蓄積量DDOCmaＴ
（ある年に蓄積する分解性炭素量）

DDOCmaＴ = DDOCmdＴ + （DDOCmaＴ－１ × e-k）
DDOCmdＴ；T年に埋立てたDDOCm（分解性炭素量）

k；分解の一次反応定数（k = ln(2) / t1/2）
t1/2；半減期

年次別分解量DDOCm decompＴ
（ある年に分解する炭素量）

DDOCm decompＴ= DDOCmaＴ－１ × (1－e-k)

2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(9) IPCCモデルその2
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No. か所数
平均能力
(t/日)

ａ 116 50.2

ｂ 77 60.6

ｃ 81 40.9

ｄ 205 81.1

ｅ 155 54.0

ｆ 634 89.7

g 17 38.1

1,285 74.95

処 理 フ ロ ー

凝集沈殿

凝集沈殿＋砂ろ過

生物処理＋凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭

生物処理＋凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭＋膜処理（脱塩

合 計

凝集沈殿＋生物処理
生物処理＋凝集沈殿＋砂ろ過

凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭

2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(10) 浸出水処理施設の推定能力
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種 類
年間埋立量に

よる
年次別推計に

よる

環境省 500万t -CO2

今回
の

試算

埋立地 389万t -CO2 622万t -CO2

浸出水処理施設 189万t -CO2 189万t -CO2

計 578万t -CO2 801万t -CO2

2.最終処分場の温暖化ガス排出量
(11) 温暖化ガス排出量の推計
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3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(1) 水処理施設の条件

 埋立開始後15年経過時点で、大規模更新

 水処理施設は、更新後15年間稼働予定

 水処理規模は、全国平均75m3/日であること
しから、50m3/日,100m3/日の2ケース

 更新時点で、水質に合わせて処理プロセス等
を簡略化する。

 ただし、腐食対策等の長寿命化対策も併せて
講じる
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№
埋立
廃棄物

処理
フロー

当初浸出水水質(mg/L)
埋立完了時

浸出水水質(mg/L)

① 可燃ごみ f
BOD
COD
T-N

500
300
300

BOD
COD
T-N

20
50
50

② 不燃残渣 ｆ

BOD
COD
T-N

300
100
50

BOD
COD
T-N

20
40
30

③
不燃残渣

＋
焼却残渣

ｆ
＋

Ca除去有

Ca
BOD
COD
T-N

1000
250
100
100

Ca
BOD
COD
T-N

500
20
50
50

④
不燃残渣

＋
焼却残渣

ｇ
＋

Ca除去有

Ca
BOD
COD
T-N
CL

1000
250
100
100

10000

Ca
BOD
COD
T-N
CL

500
20
50
50

3000

3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(2) 検討ケース
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3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(3) 処理施設改造主要内容

№ 簡略化処理フロー 省エネ・腐食対策・スケール対策案

①
pH調整＋生物処理(脱窒有）
＋酸性凝集沈殿＋砂ろ過

曝気ブロワの能力減（INV化）
活性炭吸着塔のバイパス（ポンプ停止）
汚泥引抜ポンプの能力減

②
pH調整＋生物処理(脱窒有）
＋凝集沈殿＋砂ろ過

ブロワのINV化
活性炭吸着塔のバイパス（ポンプ停止）
汚泥引抜ポンプの能力減
腐食対策：犠牲電極設置

③

1．アルカリ凝集沈殿
＋生物処理(脱窒有）＋酸性凝集沈殿
＋砂ろ過

曝気ブロワの能力減（INV化）
活性炭吸着塔のバイパス（ポンプ停止）
汚泥引抜ポンプの能力減
腐食対策：犠牲電極設置

2．スケール分散剤添加設備
＋生物処理(脱窒有)＋酸性凝集沈殿
＋砂ろ過

曝気ブロワの能力減（INV化）
活性炭吸着塔のバイパス（ポンプ停止）
スケール分散剤添加法に変更、アルカリ
凝集沈殿のバイパス
汚泥引抜ポンプの能力減
腐食対策：犠牲電極設置

④
炭酸ソーダ添加アルカリ凝集沈殿
＋生物処理(脱窒有)＋酸性凝集沈殿
＋砂ろ過＋活性炭＋脱塩

曝気ブロワの能力減（INV化）
汚泥引抜ポンプの能力減
脱塩装置の能力減
腐食対策：犠牲電極設置 19



3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(4) 検討ケース①改造前後フロー

凝集剤，凝集助剤

硫酸，苛性ソーダ りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ ｐＨ調整 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ 活性炭吸着塔 ⇒ 消毒 ⇒ 放流

466.56kwh/日 7.68kwh/日 253.44kwh/日 51.84kwh/日 214.08kwh/日 14.40kwh/日

（343.68kwh/日） （7.68kwh/日） （156.48kwh/日） （45.12kwh/日） （142.08kwh/日） （ 14.40kwh/日）

↓ 脱水助剤

↓

汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

298.56kwh/日

薬注設備 （ 171.84kwh/日）

102.72kwh/日

（102.72kwh/日）

凝集剤，凝集助剤

硫酸，苛性ソーダ りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ ｐＨ調整 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 消毒 ⇒ 放流

466.56kwh/日 7.68kwh/日 168.96kwh/日 45.12kwh/日 185.28kwh/日 14.40kwh/日

（343.68kwh/日） （7.68kwh/日） （100.80kwh/日） （41.28kwh/日） （113.28kwh/日） （ 14.40kwh/日）

↓ 脱水助剤

↓

汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

242.88kwh/日

薬注設備 （ 146.88kwh/日）

102.72kwh/日

（102.72kwh/日）

①

①
総電気量

1233.60kwh/日

（870.70kwh/日）

対
策
前

対
策
後

総電気量【上段100m
3
/日，（）50m

3
/日】

1409.28kwh/日

（984.00kwh/日）

曝気ブロワの能力減・INV化

汚泥引抜ポンプの能力減

活性炭吸着塔のバイパス

汚泥引抜ポンプの能力減

脱水機の能力減

20



凝集剤，凝集助剤

硫酸，苛性ソーダ りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ ｐＨ調整 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ 活性炭吸着塔 ⇒ 消毒 ⇒ 放流

466.56kwh/日 7.68kwh/日 253.44kwh/日 51.84kwh/日 214.08kwh/日 14.40kwh/日

（343.68kwh/日） （7.68kwh/日） （156.48kwh/日） （45.12kwh/日） （142.08kwh/日） （14.40kwh/日）

↓ 脱水助剤

↓

汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

298.56kwh/日

薬注設備 （ 171.84kwh/日）

102.72kwh/日

（102.72kwh/日）

凝集剤，凝集助剤

硫酸，苛性ソーダ りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ ｐＨ調整 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 消毒 ⇒ 放流

466.56kwh/日 7.68kwh/日 168.96kwh/日 45.12kwh/日 185.28kwh/日 14.40kwh/日

（343.68kwh/日） （7.68kwh/日） （100.80kwh/日） （41.28kwh/日） （113.28kwh/日） （14.40kwh/日）

↓ 脱水助剤

↓

汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

242.88kwh/日

薬注設備 （ 146.88kwh/日）

102.72kwh/日

（102.72kwh/日）

②

対
策
前

②

対
策
後

（984.00kwh/日）

総電気量

1233.60kwh/日

（870.70kwh/日）

1409.28kwh/日

総電気量【上段100m
3
/日，（）50m

3
/日】

水中機器には腐食対策として犠牲電極

曝気ブロワの能力減・INV化

汚泥引抜ポンプの能力減

活性炭吸着塔のバイパス

汚泥引抜ポンプの能力減

脱水機の能力減

3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(4) 検討ケース②改造前後フロー
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炭酸ソーダ，凝集剤， 凝集剤，凝集助剤

苛性ソーダ，凝集助剤，硫酸 りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ 第１凝集沈殿 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 第２凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ 活性炭吸着塔 ⇒ 消毒 ⇒ 放流

466.56kwh/日 88.32kwh/日 253.44kwh/日 51.84kwh/日 214.08kwh/日 14.40kwh/日

（343.68kwh/日） （59.52kwh/日） （156.48kwh/日） （45.12kwh/日） （142.08kwh/日） （14.40kwh/日）

↓ ↓ 脱水助剤

↓ ↓

→ → → → → → → → → → → 汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

488.64kwh/日

薬注設備 （ 316.80kwh/日）

231.36kwh/日

（231.36kwh/日）

炭酸ソーダ，凝集剤， 凝集剤，凝集助剤

苛性ソーダ，凝集助剤，硫酸 りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ 第１凝集沈殿 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 第２凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 消毒 ⇒ 放流

466.56kwh/日 73.92kwh/日 168.96kwh/日 45.12kwh/日 185.28kwh/日 14.40kwh/日

（343.68kwh/日） （52.80kwh/日） （100.80kwh/日） （41.28kwh/日） （113.28kwh/日） （14.40kwh/日）

↓ ↓ 脱水助剤

↓ ↓

→ → → → → → → → → → → 汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

481.92kwh/日

（225.60kwh/日）

薬注設備

231.36kwh/日

（231.36kwh/日）

スケール分散剤， 凝集剤，凝集助剤

苛性ソーダ，硫酸 りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ ｐＨ調整 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 第２凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 消毒 ⇒ 放流

466.56kwh/日 7.68kwh/日 168.96kwh/日 45.12kwh/日 185.28kwh/日 14.40kwh/日

（343.68kwh/日） （7.68kwh/日） （100.80kwh/日） （41.28kwh/日） （113.28kwh/日） （14.40kwh/日）

↓ 脱水助剤

↓

汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

242.88kwh/日

薬注設備 （ 146.88kwh/日）

95.04kwh/日

（95.04kwh/日）

③-1

③

（1123.20kwh/日）

総電気量

1225.92kwh/日

（863.04kwh/日）

③-2

対
策
後

対
策
後

対
策
前

1808.64kwh/日

（1309.44kwh/日）

総電気量

1667.52kwh/日

総電気量【上段100m3/日，（）50m3/日】

曝気ブロワの能力減・INV化

汚泥引抜ポンプの能力減

活性炭吸着塔のバイパス

汚泥引抜ポンプの能力減
汚泥引抜ポンプの能力減

水中機器には腐食対策として犠牲電極

炭酸ソーダ注入からスケール分散剤注入へ

曝気ブロワの能力減・INV化

汚泥引抜ポンプの能力減
汚泥引抜ポンプの能力減

活性炭吸着塔のバイパス

水中機器には腐食対策として犠牲電極

脱水機の能力減

3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(4) 検討ケース③改造前後フロー
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炭酸ソーダ，凝集剤， 凝集剤，凝集助剤

苛性ソーダ，凝集助剤，硫酸 りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ 第１凝集沈殿 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 第２凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ 活性炭吸着塔

466.56kwh/日 88.32kwh/日 253.44kwh/日 51.84kwh/日 214.08kwh/日

（410.88kwh/日） （59.52kwh/日） （156.48kwh/日） （45.12kwh/日） （170.88kwh/日） 脱塩装置 ⇒ 消毒 ⇒ 放流

↓ ↓ ↓ 14.40kwh/日

↓ ↓ ↓ （14.40kwh/日）

↓ ↓ 濃縮塩乾燥装置 → 乾燥塩搬出

↓ ↓ 3816.00kwh/日

↓ ↓ （2523.84kwh/日）

↓ ↓

↓ ↓ 脱水助剤

↓ ↓

薬注設備 → → → → → → → → → → → 汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

239.04kwh/日 488.64kwh/日

（239.04kwh/日） （ 316.80kwh/日）

炭酸ソーダ，凝集剤， 凝集剤，凝集助剤

苛性ソーダ，凝集助剤，硫酸 りん酸，苛性ソーダ 硫酸，苛性ソーダ 塩素剤

浸出水 ⇒ 流入調整 ⇒ 第１凝集沈殿 ⇒ 生物処理（脱窒素） ⇒ 第２凝集沈殿 ⇒ 砂ろ過塔 ⇒ 活性炭吸着塔

466.56kwh/日 73.92kwh/日 168.96kwh/日 45.12kwh/日 214.08kwh/日

（410.88kwh/日） （52.80kwh/日） （100.80kwh/日） （41.28kwh/日） （170.88kwh/日） 脱塩装置 ⇒ 消毒 ⇒ 放流

↓ ↓ ↓ 14.40kwh/日

↓ ↓ ↓ （14.40kwh/日）

↓ ↓ 濃縮塩乾燥装置 → 乾燥塩搬出

↓ ↓ 2850.24kwh/日

↓ ↓ （2033.28kwh/日）

↓ ↓ 脱水助剤

↓ ↓

→ → → → → → → → → → → 汚泥濃縮 → 汚泥貯留 → 脱水 → 脱水ケーキ搬出

481.92kwh/日

薬注設備 （ 225.60kwh/日）

239.04kwh/日

（239.04kwh/日）

対
策
後

④

④

対
策
前

4554.24kwh/日

（3288.96kwh/日）

総電気量【上段100m3/日，（）50m3/日】

5632.32kwh/日

（3936.96kwh/日）

総電気量

曝気ブロワの能力減・INV化

汚泥引抜ポンプの能力減

汚泥引抜ポンプの能力減

水中機器には腐食対策として犠牲電極

脱塩装置の能力減

3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(4) 検討ケース④改造前後フロー
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ＬＣＣＯ2

(t-CO2)

ＬＣＣＯ2

(t-CO2)
ＬＣＣ ＬＣＣＯ2

電気代： 77,145,000 電気代： 67,530,000

薬品代： 53,040,000 薬品代： 20,190,000

補修費： 49,762,000 補修費： 47,819,000

LCC計： 179,947,000 LCC計： 135,539,000

単純更新費： 173,014,000 積極更新費： 172,374,000

電気代： 77,145,000 電気代： 67,530,000

薬品代： 49,635,000 薬品代： 16,785,000

補修費： 53,452,000 補修費： 52,379,000

LCC計： 180,232,000 LCC計： 136,694,000

単純更新費： 174,074,000 積極更新費： 172,694,000

99,015,000 91,290,000

対策前

①

ＬＣＣ(円)

削減率〔%〕

②

対策後

ＬＣＣ(円)

5,237 4,689 24.68 10.47

4,840 4,292 24.16 11.32

ケース

3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(5) 検討結果ケース①&②
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単純更新費： 174,074,000 積極更新費： 172,694,000

電気代： 99,015,000 電気代： 91,290,000

薬品代： 124,665,000 薬品代： 91,815,000

補修費： 65,022,000 補修費： 63,949,000

LCC計： 288,702,000 LCC計： 247,054,000

単純更新費： 214,184,000 積極更新費： 212,864,000

電気代： 99,015,000 電気代： 67,110,000

薬品代： 124,665,000 薬品代： 27,300,000

補修費： 65,022,000 補修費： 58,469,000

LCC計： 288,702,000 LCC計： 152,879,000

単純更新費： 214,184,000 積極更新費： 183,564,000

電気代： 308,355,000 電気代： 249,330,000

薬品代： 203,505,000 薬品代： 203,505,000

補修費： 475,262,000 補修費： 407,819,000

LCC計： 987,122,000 LCC計： 860,654,000

単純更新費： 519,094,000 積極更新費： 477,234,000

③-2

④

7,171

19,802

③-1

34.56

16,526 12.81 16.54

6,728 14.43 6.18

7,171 4,693 47.05

ＬＣＣＯ2

(t-CO2)

ＬＣＣＯ2

(t-CO2)
ＬＣＣ ＬＣＣＯ2

対策前

ＬＣＣ(円)

削減率〔%〕対策後

ＬＣＣ(円)
ケース

3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(5) 検討結果ケース③&④
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項 目 可燃ごみ 不燃ごみ
不燃・焼却

残渣
焼却残渣

水処理
50m3／日

年間埋立量 2,180t 2,180t 2,180t 2,180t

メタン発生量 110.5t-CH4 112.3t-CH4 36.9t-CH4 5.5t-CH4

CO2換算量 2,320t-CO2 2,360t-CO2 775t-CO2 116t-CO2

削減量 1,160t-CO2 1,179t-CO2 387t-CO2 58t-CO2

15年間削減量 17,400t-CO2 17,680t-CO2 5,800t-CO2 870t-CO2

水処理
100m3／日

年間埋立量 4,350t 4,350t 4,350t 4,350t

メタン発生量 220.5t-CH4 224.1t-CH4 73.6t-CH4 11.0t-CH4

CO2換算量 4,630t-CO2 4,710t-CO2 1,550t-CO2 231t-CO2

削減量 2,310t-CO2 2,355t-CO2 775t-CO2 116t-CO2

15年間削減量 34,650t-CO2 35,300t-CO2 11,630t-CO2 1,740t-CO2

3.温暖化ガス削減と施設長寿命化
(6) 埋立地内部貯水防止による削減
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4.まとめ

 平成20年度の埋立廃棄物由来温暖化ガス量は、約580万t-
CO2(環境省約500万t-CO2)

 過去の埋立物を勘案すると、約800万t-CO2

 過去の有機性廃棄物からガスが継続発生するため

 そのうち、水処理190万t-CO2(全体の1/3～1/4)

 嫌気性75%,水没準好気性25%,準好気性25%

 嫌気性埋立と水没の解消が望まれる。

 水処理施設を簡略化更新することにより、LCCは12～47%、
LCCO2は6～35%削減可能

 埋立地内貯水防止により、100m3/日の水処理の場合、15
年間で1,700t～35,000t-CO2/箇所が削減可能。水処理の簡

略化よりも効果が高い。
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ご清聴ありがとうございました。
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